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Ⅰ ケーブルテレビの概況
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ケーブルテレビの変遷ケーブルテレビの変遷

１９５３（昭和２８年）

１９５５（昭和３０年）

１９６３（昭和３８年）

１９７２（昭和４７年）

１９８４（昭和５９年）

１９８７（昭和６２年）

１９８９（平成 元 年）

１９９０（平成 ２ 年）

１９９２（平成 ４ 年）

１９９６（平成 ８ 年）

１９９７（平成 ９ 年）

２００１（平成１３年）

２００３（平成１５年）

２００５（平成１７年）

－◆テレビ放送開始

－◆群馬県伊香保で初のケーブルテレビ誕生

－◆岐阜県郡上八幡テレビ共同視聴施設でわが国初の自主放送開始

－◆有線テレビジョン放送法制定

－◆衛星放送（ＢＳ）開始

－◆初の都市型ケーブルテレビ開局（多摩ケーブルネットワーク㈱）

－◆JC-SAT打ち上げ

－◆スペース・ケーブルネット開始

－◆民間衛星放送（JSB）開始

－◆CS委託放送事業開始

－◆CSデジタル放送開始

－◆初のケーブルインターネット開始（武蔵野三鷹ケーブルテレビ㈱）

－◆初のケーブル電話サービス開始

（（株）タイタスコミュニケーションズ(柏市)、杉並ケーブルテレビ（株）（杉並区））

－◆電気通信役務利用放送法制定

－◆地上デジタル放送開始

－◆デジタルテレビ、電話、インターネットの「トリプルプレー」サービス開始（J:COM）

－◆群馬県伊香保にて発祥５０周年記念式典

デジタル化

フルサービス

多チャンネル

大規模化

自主放送

誕 生

我が国のケーブルテレビは、発足から５０年。多チャンネル放送、地域の自主放送に加え、インターネットサービス、ＩＰ電話をはじ

めとした新しいサービスを提供する事業者も登場。
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ケーブルテレビ加入世帯数は年々増加。平成１７（２００５）年３月末には１，７８８万世帯、普及率

は３５．９％となった（自主放送を行う許可施設） 。

ケーブルテレビの加入世帯数・普及率ケーブルテレビの加入世帯数・普及率のの推移推移
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※１（ ）内は加入世帯数の対前年度増加率。
※２ 普及率は、各年度末の住民基本台帳世帯数から算出。
※３ １０年度以前のデータは都市型ケーブルテレビについてのもの。
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※１ 年度内の数値。赤字は対前年度増加率。
※２ 許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた者の設備で、有線テレビジョン放送法の許可施設と同様の
放送方式により放送を行っているものを含む。

※３ １０年度以前のデータは都市型ケーブルテレビについてのもの。
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自主放送を行う許可施設自主放送を行う許可施設数・許可施設事業者数の推移数・許可施設事業者数の推移

(-0.8%) (3.8%) (-1.9%)(-0.3%) (8.6%)

(-2.7%) (1.0%) (2.1%) (7.5%) (-4.2%)

(4.2%) (2.0%) (0.5%)
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平成１７年３月末で、許可を受けた施設数及び事業者数は、それぞれ７１８施設、５４７事業者。
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共同受信（共聴）施設の概要共同受信（共聴）施設の概要

地上テレビ放送局

集合住宅共同受信施設

受信アンテナ

受信アンテナ

建造物

共同受信用
ヘッドアンプ

都市受信障害対策施設

共同受信用
ヘッドアンプ

受信アンテナ

辺地難視聴対策施設

○都市受信障害対策施設
ビル等の建造物で放送電波が遮られて受信障害が発生している地域に障害対策として設置された共同
受信施設

○辺地難視聴対策施設
放送電波が山や丘陵によって遮られ受信画質が劣化している地域に対し、難視聴解消対策として設置さ
れた共同受信施設

○集合住宅共同受信施設
マンション等で放送電波を受信するため共同アンテナを屋上に建て、各室に放送電波を分配するため
設置された共同受信施設
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共同受信（共同受信（共聴共聴））施設数施設数・世帯数・世帯数の推移の推移
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策施設
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世
帯
数

1,612,8001,621,4531,623,1441,573,5501,650,3291,568,1841,641,5691,635,0391,627,1961,603,4661,564,385辺地難視聴対
策施設

都市受信障害
対策施設
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○ ケーブルインターネットを提供している事業者は３８０社。利用者数は順調に増加し、３１２．２
万世帯が加入。（平成１７年９月末現在）
○ ＩＰ電話サービスを提供している事業者は９１社。（平成１７年１２月末現在）

ケーブルケーブルテレビ事業者による通信サービスの状況テレビ事業者による通信サービスの状況
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ケーブルテレビケーブルテレビ事業者事業者の経営状況の経営状況

ケーブルテレビ事業者の経営状況は、堅調に推移。平成１６年度は、前年に引き続き黒字となっ
た。３１０社中２５１社（８０．９％）が単年度黒字となり、経営は改善の傾向。

注１ 平成１５年度以前に開局した有線テレビジョン放送事業者の営業報告書等により、直近の決算期の収支状況を取りまとめたもの。
注２ 対象は、自主放送を行う許可施設事業者(547社)のうちケーブルテレビ事業を主たる事業とする営利法人３１０社
（許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレビジョン放送法の許可施設と同等の放送方式のものを含む。）。
注３ 「全事業の総額」とは、ケーブルテレビ以外の事業も含めた、企業全体の収支である。

（金額単位 百万円 ： 前年比単位 ％）

506,120 446,423 59,698 44,236 26,978
〔105.3〕 〔100.7〕 〔159.2〕 〔176.9〕 〔235.5〕

　うちケーブルテレビ事業 353,258 324,449 28,808
〔106.1〕 〔106.1〕 〔105.7〕

事業
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〔前年度比〕
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310
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ケーブルテレビケーブルテレビ事業事業のの収支収支状況状況の推移の推移
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ケーブルテレビ事業のみの収支状況は平成１４年度から黒字に転換。

注 対象は、自主放送を行う許可施設事業者(547社)のうちケーブルテレビ事業を主たる事業とする営利法人３１０社
（許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレビジョン放送法の許可施設と同等の放送方式のものを含む。）。
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過去５年間の経営過去５年間の経営状況状況

過去5年間のケーブルテレビ事業者の経営状況の推移を見ると、
・単年度黒字の事業者数及びその全体に占める割合は増加の傾向
・累積黒字の事業者数及びその全体に占める割合も増加
・単年度赤字・累積赤字事業者の比率は徐々に減少、一方で単年度黒字・累積黒字事業者の比
率は堅調に増加

71 81
21.3% 22.8% 25.6%

120
36.1% 40.2% 37.9%

312

区分
[事業者数]

単赤・累赤

割合

単赤・累黒

割合

単黒・累赤

割合

35.6%
2

310

平成１５年度

57
18.3%
5
1.6%
143
45.8%
107
34.3%

平成１６年度

58
18.7%
1

125
40.3%

計

単黒・累黒

割合

310 311 317

126
40.6%

130
41.9% 35.7%

0.3%0.6%
4 3

112 125

66

平成１４年度

1.3% 0.9%

111 113

平成１２年度 平成１３年度

【ケーブルテレビ事業者全体の全事業の経営状況の推移】

注 対象は、自主放送を行う許可施設事業者(547社)のうちケーブルテレビ事業を主たる事業とする営利法人３１０社
（許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレビジョン放送法の許可施設と同等の放送方式のものを含む。）。
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平成1６年度末時点で事業者の経営状況を開局後の経過年数別に見ると、
･ 開局後5年未満の事業者は、約43％が単年度赤字・累積赤字。
・開局後5年以上10年未満の事業者は、約82％が単年度黒字。
・開局後10年以上の事業者は、約46％が単年度黒字・累積黒字。

開局後の経過年数と経営開局後の経過年数と経営状況状況

計
3年未満 3年～5年未満 5年～10年未満 10年以上

71

区　分
経過年数

218 310
単年度黒字 6 6 58 181 251
事業者数 13 8

81.0%
累積黒字 2 2 22 101 127
割　合 46.2% 75.0%

25.0% 31.0%

83.0%81.7%

46.3% 41.0%割　合 15.4%
単赤・累赤 7 2 13

1 1
割　合 53.8% 25.0% 18.3%

36 58
16.5% 18.7%

0.5% 0.3%
単赤・累黒 0
割　合 0.0% 0.0% 0.0%

0 0

単黒・累赤 4 4 36

100 126
割　合 30.8% 50.0% 50.7%

81 125
37.2% 40.3%

45.9% 40.6%
単黒・累黒 2
割　合 15.4% 25.0% 31.0%

2 22

218 310計 13 8 71

注 対象は、自主放送を行う許可施設事業者(547社)のうちケーブルテレビ事業を主たる事業とする営利法人３１０社
（許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレビジョン放送法の許可施設と同等の放送方式のものを含む。）。
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ケーブルテレビの経営ケーブルテレビの経営見通し見通し

図１ 売上高見通し指数の推移

図２ 業況見通し指数の推移

2月10日発表：平成18年1月「通信産業動態調査」の結果（速報）

民間放送事業
減
少

売上高見通し指数(DI)=「増加すると判断
した事業者の割合(％)｣－｢減少すると判
断した事業者の割合(％)｣

業況見通し指数(DI)＝｢上昇すると判断し
た事業者の割合(％)｣－｢下降すると判断
した事業者の割合(％)｣

２
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(注1) （ ）内の％は、放送メディア全体に対する各媒体の占めるシェア
。ただし、【内訳】の欄の（ ）内の％は、地上系又は衛星系の中に
おいて占めるシェア。

（注2）ＮＨＫについては、経常事業収支を基に算出している。
（注3）放送大学学園を除く。
（注4）「地上系民間放送事業者」には、(財)道路交通情報通信システムセ
ンター及びコミュニティ放送事業者(177社)を含めていない。

（注5）「ケーブルテレビ事業者」は、自主放送を行う許可施設事業者(547
社)のうちケーブルテレビ事業を主たる事業とする営利法人310社（許
可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレ
ビジョン放送法の許可施設と同等の放送方式のものを含む。）。

地上系民間放送事業者(195社)
2兆6,013億円(65.8%)

ＮＨＫ
6,855億円(17.3%)

衛星系民間放送事業者(135社)
3,158億円(8.0%)

ケーブルテレビ事業
者
(310社)
3,533億円(8.9%)

放送メディア全体の収入 平成16年度 ３兆９,５５９億円

【内訳】

テレビジョン放送単営( 92社): 1兆9,949億円(76.7%)
ＡＭ放送・テレビジョン放送兼営( 35社)： 4,425億円(17.0%)
その他(※)単営( 68社): 1,639億円(6.3%)

※…ＡＭ(12社)・短波(1社)・ＦＭ(53社)・多重放送(2社)

【内訳】

BS( 17社): 811億円（25.7%）

CS(118社): 2,347億円（74.3%）

放送メディアの市場規模放送メディアの市場規模（参考）（参考）

○ 放送メディア全体の市場規模は、平成16年度において、3兆9,559億円となっている。
○ 各放送事業者のシェアは、地上系民間放送事業者が65.8％、ＮＨＫが17.3％、ケーブルテレビ
事業者が8.9％、衛星放送事業者（ＮＨＫを除く。）が8.0％を占めている。
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Ⅱ ケーブルテレビに関する制度
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ケーブルテレビに関する法律一覧ケーブルテレビに関する法律一覧

テレビジョン放送
ラジオ放送

自ら施設を設置する場合 他者の施設を利用する場合

業
務
側
の
規
律

施
設
側
の
規
律

有線テレビジョン放送法有線テレビジョン放送法 電気通信役務利用放送法電気通信役務利用放送法
有線ラジオ放送業務の有線ラジオ放送業務の
運用の規正に関する法律運用の規正に関する法律

電気通信事業法電気通信事業法

有線電気通信法有線電気通信法

＊１ ＊２

＊４

＊１ 引込端子数が５００端子以下の施設の場合、施設側の規律について、有線テレビジョン法の適用を受けず、有線電気通信法のみの規律の適用を受ける。

＊２ 他者の有線テレビジョン放送施設を利用して有線テレビジョン放送業務を行う者は、有線テレビジョン放送法に規定する業務側の規律のみ適用を受ける。
＊３ 施設を＊２の者に提供している者は、自ら業務を行う場合と同様に、施設側の規律について、有線テレビジョン放送法及び有線電気通信法の規律の適用を受ける。

＊４ 自ら施設を設置している部分については、参入（登録）の際の確認の対象となる。また、自社設備だけでなく提供を受けている他者の設備についても、技術基準
適合義務の対象となる。

＊３
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有線テレビジョン放送法の概要有線テレビジョン放送法の概要

１ 法の概要

○有線テレビジョン放送の施設の設置及び業務の運営を適正なものとし、受信者の保護、有線テレビジョ
ン放送の健全な発達を図ること等を目的として、昭和４７年に制定、昭和４８年１月から施行されたもの。

○一定規模を超える有線テレビジョン放送施設（＊１）を設置して、有線テレビジョン放送を行おうとする場
合、施設の設置について総務大臣の許可を必要とし、設備側について規律するとともに、有線テレビジ
ョン放送業務を行おうとする場合、総務大臣への届出を必要とし、別途、業務側について規律。

○なお、有線テレビジョン放送施設を設置する者は、同時に有線テレビジョン放送業務を行う者であること
が予定されているが、自ら施設を設置することなく、他の有線テレビジョン放送施設設置者の施設を利用
して、業務の届出のみで有線テレビジョン放送を行うこと（チャンネルリース）も認められているところ。
（ソフト／ハード一致型が原則であるが、有線テレビジョン放送施設を利用する範囲内で分離型も認めら
れている。）

＊１ 引込端子数が５００端子を超える施設。なお、５００端子以下の場合には、施設面について、有線電気通信法のみの規律の適用を受ける。
＊２ 施設計画、使用する周波数、施設の概要を変更する場合にも許可を要する。その他の事項及び軽微な事項と認められている施設の概要を変更する場合
には届出を要する。
＊３ これまで義務付けされた例なし。

２ 具体的な規律

・施設の設置・変更には総務大臣の許可（＊２）

（注）許可の基準
１）施設計画の合理性・実施確実性
２）技術基準への適合性
３）経理的・技術的能力
４）自然的社会的文化的諸事情に照らした必要性・
適切性

・有線テレビジョン放送のために設けられた技術基準へ
の適合義務

・チャンネルリースを求められた際の提供義務 等

【施設側の規律】

・業務を行う場合には総務大臣へ届出

・テレビジョン放送の受信障害が相当範囲にわたる地域
で有線テレビジョン放送を行う有線テレビジョン放送
施設者に対し、当該放送の再送信を義務付け（＊３）

・放送事業者の放送を再送信する場合には、当該放送事
業者の同意が必要。それに関して大臣裁定制度を整備

・業務区域内での役務提供義務

・番組準則、放送番組審議機関等放送法の関連規定を準用
等

【業務側の規律】
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電気通信役務利用放送法の概要電気通信役務利用放送法の概要

１ 法の概要

○通信と放送の伝送路の融合の進展に対応し、ケーブルテレビ等の設備利用の規制緩和を行うことを
目的として平成１３年６月に制定、平成１４年１月から施行されたもの。

○これにより、ケーブルテレビについては、従来の有線テレビジョン放送法では、許可に基づきソフト
（番組）を提供する者がハード（設備）を自ら設置して放送を行うものであったが、本法の適用によ
り、登録に基づきハードの全部又は一部を自ら設置することなく電気通信事業者の設備を利用して放
送を行うことが可能となったもの。

２ 法の施行の状況

○平成１７年１２月末現在、ケーブルテレビ関係については１６事業者が登録を行っている
①従来のケーブルテレビの方式を用いて放送を行うケース
・有線テレビジョン放送からの移行～１０事業者（ケーブルテレビジョン東京等）
・新規開設～２事業者（オプティキャスト、ＳＴＮｅｔ）
②新たな放送伝送方式（ＩＰマルチキャスト方式）を用いて放送を行うケース
・４事業者（ビー･ビー･ケーブル、ＫＤＤＩ、オンラインティーヴィ、アイキャスト）

電気通信役務利用放送
【登録】

電気通信事業者の設備
（電気通信事業法の適用のみ）

有線テレビジョン放送法
【業務開始届出】

有線テレビジョン放送法
【施設設置許可】

有線テレビジョン放送法 電気通信役務利用放送法

↑ 電気通信役務の提供

放
送
業
務

設
備

施設の設置には許可が
放送開始には届出が必要となる

設備の全部又は一部を自ら設置する
ことなく放送を行う場合登録が必要となる
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最近の制度改正最近の制度改正（平成５年以降）（平成５年以降）

①有線テレビジョン放送事業の地元事業者要件の廃止、サービス区域制限の緩和
・地元事業者要件（地元に活動の基盤を有すること）の廃止により、事業者が広域的に事業展開を行うことを全面的に可能とする
よう措置。（平成５年12月）

②外資規制等の緩和・撤廃
・外資規制について５分の１未満から、３分の１未満に緩和。 (平成５年12月)
・外国人役員について、代表権を有せず、かつ、３分の１未満は可。(平成９年１月)
・第一種電気通信事業を兼営するケーブルテレビの外資規制を撤廃。(平成10年２月)
・すべてのケーブルテレビの外資規制及び外国人役員規制を撤廃。（平成11年６月）

③有線テレビジョン放送施設の設置許可等の申請書等の簡素化等
・設置許可等に係る手続きの簡素化。（平成５年12月、平成６年12月、平成10年４月）
・審査基準の明確化、標準処理期間の設定等。（平成６年10月）
・標準処理期間の短縮等。（平成15年１月）

④複数事業計画者間における一本化調整指導の廃止(平成６年９月)

⑤ヘッドエンド共用の実現(平成９年12月)

⑥ケーブルテレビ補完型無線システムの実用化(平成10年９月)
・ケーブル敷設が事実上不可能な場合に、ケーブルテレビ局がネットワーク構築の補完的な手段として、基地局から各加入者まで
の伝送に無線システムを利用することを可能化。

⑦合併・分割等の場合の手続の簡素化（平成11年６月、平成13年４月）
・地位の承継規定を整備し、事業者に合併・分割等があった場合の手続を簡素化した。

⑧電気通信事業者が提供する電気通信設備等の電気通信役務の利用
・公正有効競争の確保を前提として、ケーブルテレビ事業者による電気通信事業者の加入者系光ファイバ網（ＦＴＴＨ）の利用を
可能化。(平成10年６月)
・電気通信事業者の電気通信役務を利用した有線役務利用放送を制度化。（平成14年１月）

⑨ＦＴＴＨを用いた有線テレビジョン放送施設に関する規定を整備（平成17年12月）
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（１） 競争の激化

Ⅲ ケーブルテレビを取り巻く
昨今の環境変化
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ブロードバンドインターネット契約数の推移（平成１ブロードバンドインターネット契約数の推移（平成１７７年年９９月末現在）月末現在）
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光ファイバ
（FTTH）

○契約数 ： 3,978,529 
○事業者数 ： 94社

光ファイバ光ファイバ
（（FTTHFTTH））

○契約数 ： 3,978,529 
○事業者数 ： 94社

無線（ＦＷＡ）
○契約数 ：21,977  
○事業者数 ： 20社

無線（ＦＷＡ）無線（ＦＷＡ）
○契約数 ：21,977  
○事業者数 ： 20社

3,978,529 

21,977  

14,305,521 

3,121,680 ケーブルインターネット
○契約数 ： 3,121,680 
○事業者数 ： 380社

ケーブルインターネットケーブルインターネット
○契約数 ： 3,121,680 
○事業者数 ： 380社

注）平成１６年６月末分より電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、それ以前は任意の事業者から報告を受けた契約数を集計。

ＤＳＬ
○契約数 ： 14,305,521
○事業者数 ： 47社

ＤＳＬＤＳＬ
○契約数 ： 14,305,521
○事業者数 ： 47社

初期はケーブルインターネットがブロードバンドを牽引。その後ＤＳＬが普及し、最近ではＦＴＴＨの伸びが顕著に。
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〔実効速度〕
・上り・下りの速度が対象であり、双方向で高速・広帯域通信が可能。
・1本の光ファイバ（100Mbps）を分岐（32分岐など）し、複数のユーザにサービス
提供するため、回線シェアに係わる速度低下が発生することがある。
・集合住宅の場合には、加入者で回線をシェアすることにより、加入者宅において
数十Mbps程度になる場合もある。

〔工事〕
・新築マンション等においては、既に光ファイバが敷設されている場合もあるが、
そうでない場合は加入者宅での配線工事が必要。

最大100MbpsＦＴＴＨ

〔実効速度〕
・電話局と加入者宅までの距離に実行速度は大きく依存し、2km地点での伝送速度
は数Mbpsまで低下。
・１回線につき１ユーザの構成。

〔工事〕
・電話回線があれば、加入者宅側で工事の必要は無し。

最大40MbpsＡＤＳL

〔実効速度〕
・ヘッドエンドから利用者間の距離（伝送路長）による通信速度への影響はない。
・概ね数百世帯程度のセルの中の加入者でシェアするため、ユーザの利用状況によ
って、実効通信速度が低下。

〔工事〕
・既にケーブルテレビに加入している場合には、加入者宅側での工事は必要無い。

最大30Mbps
特徴通信速度（※）

ブロードバンドサービス比較ブロードバンドサービス比較

※ 事業者がサービス提供している代表的なもの。

ケーブル
インターネット
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昭和２８年
地上波の民間
テレビジョン放送
開始

平成元年
ＢＳアナログ放送
開始

平成４年
ＣＳアナログ放送
開始

平成８年
ＣＳデジタル放送
開始

平成12年
・ＢＳデジタル放送開始
・ＣＳデジタルに関し、
ＤｉｒｅｃＴＶ廃止

注１：地上波については、東京都で受信可能なテレビジョン放送のチャンネル数
注２：BS、CSについては、標準テレビジョン放送及び高精細度テレビジョン放送を足し上げて算出
注３：ケーブルテレビについては、東京都の主要なケーブルテレビ事業者によって提供されているチャンネル数の平均
注４：重複しているチャンネルがある

放送サービスにおける多チャンネル化の状況放送サービスにおける多チャンネル化の状況

昭和３９年
東京12チャンネル
が放送開始
すべてのキー局
が受信可能に

平成７年ごろ
ケーブルテレビ
事業者のサービス
開始が相次ぐ

385

277

48

367

7

平成16年度末におけるチャンネル数

○地上放送： ９チャンネル

○ＢＳ放送： ３１チャンネル

○ＣＳ放送：２８３チャンネル

○ＣＡＴＶ： ６２チャンネル

合 計：３８５チャンネル
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◇電気通信役務利用放送事業者（有線）の登録状況

奈良県奈良市、京都府宇治市等従来方式H17.9.26近鉄ケーブルネットワーク株式会社

※徳島県徳島市等従来方式H17.8.5株式会社ＳＴＮｅｔ

東京都文京区等従来方式H17.6.15東京ケーブルネットワーク株式会社

大阪府大阪市、兵庫県尼崎市等従来方式H17.5.31株式会社ベイ・コミュニケーションズ

※全国IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ方式H17.5.25株式会社アイキャスト

神奈川県横浜市金沢区等従来方式H16.8.25株式会社タウンテレビ南横浜

※全国IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ方式H16.6.30株式会社オンラインティーヴィ

東京都港区等従来方式H16.3.24株式会社ケーブルテレビジョン東京

※東京都２３区、大阪府大阪市等従来方式H16.2.25株式会社オプティキャスト

愛媛県松山市等従来方式H15.12.26株式会社愛媛シーエーティヴィ

近畿地方一帯従来方式H15.11.18株式会社ケイ・キャット

山口県周南市等従来方式H15.10.29株式会社メディアリンク

※山口県、沖縄県以外の全国IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ方式H15.10.3ＫＤＤＩ株式会社

岡山県津山市等従来方式H15.9.1株式会社テレビ津山

東京都江東区等従来方式H14.9.20東京ベイネットワーク株式会社

※全国IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ方式H14.7.24ビー・ビー・ケーブル株式会社

参入業務区域方式登録日会 社 名

注：参入欄の※は、新規参入事業者を指すもの。それ以外は、有線テレビジョン放送事業者からの移行事業者を指すもの。

電気通信役務利用放送事業者（有線）の登録状況電気通信役務利用放送事業者（有線）の登録状況

○ 電気通信役務利用放送法は、平成１４年１月から施行されており、平成１７年１２月末現在で１６事業者

が、有線役務利用放送を行う電気通信役務利用放送事業者として登録。
○ 従来のケーブルテレビの方式を用い、設備の一部をＮＴＴ等の電気通信事業者の設備を利用している
事業者（１２事業者）の他、ＩＰマルチキャスト方式を用い、設備の一部をＮＴＴ等の電気通信事業者の設

備を利用して、全国規模で事業を展開する事業者（４事業者）が存在。



25

ＩＰマルチキャストＩＰマルチキャスト放送による多チャンネル化の実態放送による多チャンネル化の実態

サービス内容
サービス
開始時期事業者名サービス名

ﾍﾞｰｼｯｸ21ch、
(VODｻｰﾋﾞｽ(3000ﾀｲﾄﾙ以上)も提供)

H17.6㈱ｱｲｷｬｽﾄｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞTV

基本25ch、ｵﾌﾟｼｮﾅﾙ18ch
(VODｻｰﾋﾞｽ(4000ﾀｲﾄﾙ以上)、ｶﾗｵｹ(7500曲以上)も提供)

H16.7㈱ｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰｳﾞｨ4th MEDIA

ﾍﾞｰｼｯｸ25ch、ｵﾌﾟｼｮﾝ5ch
(VODｻｰﾋﾞｽ(4000ﾀｲﾄﾙ以上)、ｶﾗｵｹ(7500曲以上)も提供)

H15.12KDDI㈱光ﾌﾟﾗｽTV

ﾍﾞｰｼｯｸ34ch、無料4ch、ｱﾗｶﾙﾄ3ch、
(VODｻｰﾋﾞｽ(5000ﾀｲﾄﾙ以上)も提供)

H15.3ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ｹｰﾌﾞﾙ㈱BBTV

◇サービスの概要

ＩＰマルチキャストとは、ネットワーク上に配置されたＩＰマルチキャスト対応ルータにおいてコンテンツ
（ＩＰパケット）を複製しながら、指定された複数の利用者に対してコンテンツを配信する技術

IPマルチキャスト（１対多数） マルチキャストルータ
でIPパケットを複製

●●●●・１回の送信でOK
・利用者数に拘わ
らず帯域一定

ユニキャスト（１対１）

・５回の送信が必要
・ＩＰマルチキャストと
比較し５倍の帯域が
必要

【例えば 端末５台に配信する場合】

※ ＩＰマルチキャストについて

○ 電気通信役務利用放送法の施行後、同法の登録を受けて、ＩＰマルチキャスト方式（※）による放送サービスが４事業者により提供。
○ 全国規模で事業を展開し、多チャンネルの放送サービスの他、ＶＯＤサービス等も提供。
○ 上記事業者のＩＰマルチキャスト方式による映像コンテンツ配信は、電気通信役務利用放送法上は、電気通信役務利用放送として
取り扱われている。著作権法上は、ブロードバンドサービス等を用いて受信者がコンテンツの提供を求めることにより初めて自動
的に送信されるものについては、放送には当たらず、自動公衆送信に該当するとしている。
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○第１５９回国会における質問主意書に対する回答（内閣衆質１５９第２３号 平成１６年３月１６日）（抜粋）

「電気通信役務利用放送法上の電気通信役務利用放送と著作権法上の放送等とは、その定義を異にしているところであり、いわゆる
ブロードバンドサービス等を用いて家庭や職場の受信者それぞれがコンテンツの提供を求めることにより初めて当該コンテンツが自動的
に送信されるものは、（中略）公衆によって同一の内容の送信が同時に受信されることを目的として行う送信形態ではないことから、著作
権法上は、放送には当たらず、自動公衆送信に該当すると考えている。」

「コンテンツの様々な提供形態を各国における著作権法上どのように位置付けるのかについては、著作権に関する国際条約の規定に
基づき整理がなされており、我が国の著作権法もこれに従っている。しかしながら、世界知的所有権機関における放送機関の保護に関
する新条約に関する検討の場においても、いわゆるウェブキャスティングの取扱いが課題として提起されていること等から、我が国として
も、国際的な動向を踏まえつつ、必要に応じ検討すべき課題であると考えている。」

○情報通信審議会第二次中間答申（平成１７年７月２９日）（抜粋）

「著作権法と電気通信役務利用放送法は、その趣旨と保護対象等を異にする制度であり、「放送」の内容の解釈についても、それぞれ
の法の趣旨に照らして異なる結論があり得ることは当然である。しかしながら、役務放送事業者が、ＩＰインフラを用いて「放送」を行う場
合の著作権法上の取扱いについては、政府は早急に検討に着手し、明確化を図るべきである。」

（参考）著作権法における「放送」と「自動公衆送信」（参考）著作権法における「放送」と「自動公衆送信」

公衆送信
（著作権法２条１項７号の２）

インターネットのホームページなどを用いて、公衆からの求めに応じて自動的に
行う送信（インタラクティブ送信）

自動公衆送信
（２条１項９号の４）

CATV放送や有線音楽放送など、公衆に
同一の内容を同時に受信させる目的で行う
有線による送信（同時送信）

有線放送（２条１項９号の２）

テレビ放送やラジオ放送など、公衆に同一の
内容を同時に受信させる目的で行う無線によ
る送信（同時送信）

放送（２条１項８号）

その他の公衆送信（電話で申し込みを受け、手動でFAX送信する場合など）
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○

○

○

○

○

○

放送

関西電力、京阪電鉄、ケイ・オプティ
コ

ムなどが出資。

多チャンネル放送（最大約
120ch）

自社HFC網及びケイ・オプティコムの光ファイバを利
用して有線役務利用放送、インターネット接続サービ
ス及び電話サービスを提供

ケイ・オプティコム

(関西電力)
eo光テレビケイ・キャット

VOD（100タイトル見放題）CoDen光の契約者を対象にインターネット接続サービ
スや電話サービスとセットで提供

ＮＴＴコミュニケーション
ズ

OCNシアターNTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

Ｔ Ｂ Ｓ BooBo
BOX

第2日本ﾃﾚﾋﾞ

フジテレビ

on Demand

J:COM TV

GyaO

casTY

TVバンク

BBTV

光プラスＴＶ

4th MEDIA

オンデマンドTV

名 称

・東宝がフジテレビへ出資

・WOWOW、スカイパーフェクトコ
ミュニケーションズへ出資

ＶＯＤ大手ISPユーザー、STBユーザーを対象に、フジテレビ
番組、映像コンテンツを提供

大手ISP等の提携した配信事
業者

フジテレビ

大手ISP等の提携した配信事
業者

限定なし

ＪＣＯＭ

限定なし

TEPCO光
（東京電力）

限定なし

ＢＢテクノロジー

ＫＤＤＩ、ＮＴＴ東西、東
京電力

ＮＴＴ東西

（ぷららネットワークス）

ＮＴＴ東西

（オンディマンドＴＶ）

回線提供

・スカイパーフェクトコミュニケー
ションズへ出資

ＶＯＤ全インターネットユーザーを対象に、日本テレビの過
去の番組を中心に提供。

日本テレビ

・USENとブロードバンド放送でのラ
イブ中継で提携

・WOWOWへ出資。

ＶＯＤ大手ISPユーザー、STBユーザーを対象にTBSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾃ
ﾚﾋﾞ番組や映像ｺﾝﾃﾝﾂを提供。

ＴＢＳ

多チャンネル放送（81ｃｈ
以上）、VOD(約3500本)

VOD

VOD等

VOD

多チャンネル放送（41ch）、
VOD（約5000本）

多チャンネル放送（30ch）、
VOD（約4500本）

多チャンネル放送（50ch以
上）、VOD（4~5000本）

多チャンネル放送（21ch）、
VOD（約3000本）

サービス概要

・吉本興業（株）、東京電力（株）が
出資

「TEPCOひかり」ユーザーを対象に映像コンテンツを
無料で提供

キャスティ

JCOM各社

USEN

TVバンク

ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ｹｰﾌﾞﾙ

ＫＤＤＩ

ｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰｳﾞｨ

アイキャスト

提供主体

・伊藤忠商事が100%出資。フレッツ光プレミアム、Bフレッツの契約者を対象にイ
ンターネット接続サービスや電話サービスとセットで
提供

・ケーブルテレビサービスとして単独で提供

・J:COM NET（インターネット接続サービス）や
J:COMPHONE（電話サービス）も合わせて提供

全インターネットユーザを対象に無料で提供

全インターネットユーザを対象に無料で提供

Yahoo! BB光等の契約者を対象にインターネット接続
サービスや電話サービスとセットで提供

光ﾌﾟﾗｽﾈｯﾄDION又は光ﾈｯﾄ電話の契約者を対象にイン
ターネット接続サービスや電話サービスとセットで提
供

Bフレッツを足回りとするISP（plala等）契約者を対象
にインターネット接続サービスや電話サービスとセッ
トで提供

提供形態

ソフトバンクＢＢが100%出資。

・ギャガ・コミュニケーション ・エ
イベックス・グループへ出資

・映像配信でスカイパーフェクト・コ
ミュニケーションズと連携

・スミショウ /エルエムアイ・スー
パー・メディア・エルエルシー、ス
テート ストリート バンク アンド ト
ラストカンパニーなどが出資。

主なメディア関係企業との

出資・連携等状況

ソフトバンク

(株)ジャパンケーブルネットホール
ディングスの株式を５割弱、取得予定。

・(株)ジュピターTV、 (株)東北新社、
(株)日本経済新聞社が ｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰｳﾞｨの
主な出資者。

※各社HP等より総務省作成

ブロードバンドネット映像配信事業への進出状況ブロードバンドネット映像配信事業への進出状況

Ｎ
Ｔ
Ｔ
系

Ｎ
Ｃ
Ｃ
系

Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
系

放
送
事
業
者
系

有
線
放
送
系
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９，８４９円（一戸建）

７，０６６円（マンション）

多チャンネル放送（ 50ch以上）、 VOD
（4~5000本）

※ オンラインティーヴィ（4thMEDIA）提供

最大100Mbps

※ ぷららネットワークス提供

ぷららフォンfor フレッツ間無料

国内8.4円（３分間）

※ ぷららネットワークス提供

ぷらら光 トリプルパック

※ ぷららネットワークス

８，６８３円（一戸建）

７，０２４円（集合住宅）

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（21Ch、ＣＳ番組）
VOD（約3,000本）
※ アイキャスト（多チャンネル放送）、オンデマン
ドTV(VOD)提供

最大100Mbps

※ OCN提供

ドットフォン間無料

国内8.4円（3分）

※ OCN提供

フレッツ光プレミアム※２
（NTT西＋OCN＋オンデマンドTV）

※ ＮＴＴ西

各CATV会社により料金は異なる
が、JCN千葉の場合、

９，４９６円

各CATV会社のサービスによる

参考：多チャンネル放送(100Ch、地上・BS・CS）など

※ 連携CATV会社提供

各CATV会社のサービスによる

参考：最大１００～２0Mbps

※ 連携CATV会社提供

県内8.4円（3分）

県外15.75円/3分

※ ＫＤＤＩ提供

ケーブルプラス

※ ＫＤＤＩ＋連携CATV会社

１１，３５０円CATV多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（81Ch、地上・BS・CS番
組）、VOD（約3,500本）

※ ジェイコム東京提供

最大30Mbps

※ ジェイコム東京提供

市内8.3円（3分）

J:COM Phone間 5.3円（3分）

※ ジェイコム東京提供

J:COM

※ ジェイコム東京

最大100Mbps

※ YAHOO BB提供

最大１Ｇｂｐｓ

※ ＫＤＤＩ（DION）提供

最大100Mbps 

※ OCN提供

インターネットインターネット

接続サービス接続サービス

８，６９４円（一戸建）

６，１７４円（集合住宅）

VOD（１００タイトル見放題）

※ OCN提供

ドットフォン間無料

国内8.4円（3分）

※ OCN提供

OCN 光 with フレッツ

※ OCN(NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ)

BBフォン間無料

国内7.875円（3分）

※ ＹAHOO BB提供

光プラス間等無料

国内8.4円（3分）

※ ＫＤＤＩ提供

電話サービス電話サービス

９，５５５円（一戸建）

７，２４５円（マンション）
(KDDIまとめて割引適用時)

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（30Ch、ＣＳ番組）
VOD（約4,500本）、通信カラオケ

※ ＫＤＤＩ提供

ＫＤＤＩ 光プラス

※ KDDI

７，２３４円（一戸建）

４，１８９円（集合住宅）

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（41Ch、ＣＳ番組）
VOD（約5,000本）

※ ビー・ビー・ケーブル提供

Yahoo BB光 TV package

※ソフトバンクグループ

33サービス込みのサービス込みの

基本料金基本料金 ※※11
映像配信サービスサービス名

※1 テレビ放送にベーシック多チャンネル放送プランを選んだ場合の料金を基本としていますが、各サービス内容が異なるため、一概に金額の比較はできない。

※２ フレッツ光プレミアムについは、インターネット接続サービス、映像配信サービスについては、他のサービス提供会社を選択可能。

トリプルプレイサービスの現状についてトリプルプレイサービスの現状について

※各社HP等より総務省作成
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（２） 地上放送のデジタル化

Ⅲ ケーブルテレビを取り巻く
昨今の環境変化
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我が国の放送メディアの進展我が国の放送メディアの進展

▲
デジタル放送開始(平成15年12月)

大正14年 昭和25年 昭和45年 平成２年 平成12年 平成22年
（1925） （1950） （1970） （1990） (2000) (2010)

▲
白黒開始
(昭和28年)

▲
音声多重開始
(昭和57年)

▲
カラー開始
(昭和35年)

▲
放送開始(平成元年)

▲
デジタル放送開始
(平成12年12月)

▲
放送開始
(平成4年) ▲デジタル放送開始(平成8年)

▲
データ多重開始
(平成8年)

▲
文字多重開始
(昭和60年)

アナログ放送

▲
放送開始
(昭和30年)

▲デジタル放送開始(平成10年)

▲
自主放送開始
(昭和38年)

アナログ放送

アナログ放送

アナログ放送(平成23年までにアナログ放送終了)

デジタル放送

デジタル放送

デジタル放送

デジタル放送

▲
超短波開始
(昭和44年)

▲
短波開始
(昭和27年)

アナログ放送

デジタル放送
▲

実用化試験放送の開始（平成15年10月)

ＣＳ

ＢＳ

ケーブル
テレビ

衛
星
放
送

地
上
放
送

テレビジョン放送

音声放送
▲
中波開始
(大正14年)

▲テレビ放送終了(平成10年）

▲
2.6GHz帯衛星デジタル音声放送開始(平成16年10月)

▲
アナログ放送終了予定
(平成23年7月)

▲
BS第9chのデジタル放送開始（平成19年12月）



31

地上テレビジョン放送のデジタル化のスケジュール地上テレビジョン放送のデジタル化のスケジュール

地上
デジタル
放送

2001 2002 20112004 ～ 2010

三大広域圏:2003年
12月放送開始（親局）

▲

その他地域:2006年末ま
でに放送開始（親局）

▲

①「三大広域圏（関東、近畿、中京）」については、２００３年１２月にデジタル放送
を開始し、順次エリアを拡大。

②「その他地域」については、２００６年末までに各県の県庁所在地等でデジタル放送
を開始し、順次エリアを拡大。

③ 視聴者保護のため、アナログ放送とデジタル放送のサイマル放送（同時放送）を
２０１１年までの間実施。
（ ２０１１年にアナログ放送を終了し、デジタル放送に全面移行。）

地上
アナログ
放送

2003

地上アナログ
放送終了

▲
（サイマル放送）
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情報通信審議会情報通信審議会 第２次中間答申第２次中間答申((平成１７年７月２９日平成１７年７月２９日))の骨子の骨子

１ 中継局整備の全体像の明確化

本年中に、可能な限り、小規模中継局を含めた全ての地上波デジタル中継局整備のロードマップ
を策定・公表

２ IPマルチキャストによる地上波デジタル再送信

(1) ２００８年（平成２０年）中に、ＨＤ品質によって、全国で開始。２００８年までに再送信を実施する
ための仕組みを確立するため、２００６年（平成１８年）から、都市難視聴解消上の効果の検証等を
含め、ＳＤ品質において開始
(2) 上記の時間軸を踏まえ、以下を実施
① 実証実験による技術・運用面の条件確認 ＜年度内＞
② ＩＰマルチキャストによる放送の著作権法上の位置づけの明確化
③ ２００６年開始の再送信の在り方について検討、結論を得る＜年度内＞

３ 衛星の活用

２００７年内に衛星による地上波デジタル再送信の開始が目標
① 本年８月を目処に技術条件等を確認する実証実験に着手、年度内に結論
② 対象地域等について検討に着手、２００６年内に結論

４ 「コピーワンス」等、著作権保護の運用を見直し
「コピーワンス」（基本的にﾀﾞﾋﾞﾝｸﾞ不可。）等、デジタル放送の著作権保護の仕組みの運用を見直す
方向で、本年９月に放送事業者、メーカー等関係者で検討に着手、年内目処に結論

５ アナログ受信機に係る周知

本年内の開始を目途に、アナログ受信機に、２０１１年７月２４日以降、単独では使用不可となる旨を
告知するシール貼付に着手

～2010年全面移行ミッションの確実な実現に向けて～
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２００３年１２月、三大都市圏（関東・中京・近畿）において放送開２００３年１２月、三大都市圏（関東・中京・近畿）において放送開

始。２００５年１２月、青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・栃木・埼玉始。２００５年１２月、青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・栃木・埼玉

の県域局が放送開始の県域局が放送開始

２００５年１２月、全放送事業者の２０１１年までに整備される中継２００５年１２月、全放送事業者の２０１１年までに整備される中継

局のロードマップを公表局のロードマップを公表

○直接受信：２４２４都府県都府県※※ 約約２，８４０２，８４０万世帯（全世帯の約万世帯（全世帯の約６０６０％）％）
（昨年12月現在） ※青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、栃木、群馬、

茨城、埼玉、千葉、東京、神奈川、静岡、富山、岐阜、

愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

○ケーブルテレビ経由：約約１１，，２３２３０万世帯０万世帯
（２００５年１２月末現在：（社）日本ケーブルテレビ連盟調べ）

約５１万台（開始前）約５１万台（開始前） →→ 約約８４０８４０万台万台（（２００５２００５年年１２１２月月末）（末）（ ））
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）

アテネ五輪 ワールドカップ
ドイツ大会

北京五輪 ワールド
カップ

１０００万世帯

２４００万世帯
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アナログ
放送停止

４８００万世帯
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０

【地上デジタル放送用受信機の普及目標】

JEITA調べ
日本ケーブルラボ調べ
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【直接受信可能世帯数の推移】

① 視聴可能世帯数
① 視聴可能世帯数

② 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送受信機台数
② 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送受信機台数

地上テレビジョン放送のデジタル化の状況地上テレビジョン放送のデジタル化の状況
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（平成17年12月１日 地上デジタル推進全国会議）
＜ケーブルテレビ事業者関係＞

１ 中継局ロードマップの策定・公表をはじめとする関係者の具体的取組等

（２）各関係者の具体的取組
オ ケーブルテレビ事業者

①ケーブルテレビ事業者間のネットワーク化やヘッドエンド共用化等による事業者間の連携、ＨＩＴＳ（Head-end In The 
Sky）の導入、小規模共聴施設の統合を促進すること等により、衛星デジタル放送のデジタル再送信の拡充を図るとと
もに、業務区域内における地上デジタル放送の開始に伴い可能な限り早期のデジタル再送信を図る。
② 2004年7月に改訂されたケーブルテレビ事業者による地上デジタル放送の普及目標を踏まえ、地上デジタル放送
のデジタル再送信を進める（2005 年9 月末現在：1,150 万世帯）。
また、 2005 年度中を目途に、地域毎のケーブルテレビによる地上デジタル放送再送信予定のロードマップを策定し、
公表する。
③ケーブルテレビの普及目標（図４）

ⅰ）普及目標の考え方
ケーブルテレビによる地上デジタル放送の普及目標については、トランスモジュレーション方式又はパススルー方
式のデジタル再送信によって視聴可能となる世帯数を目標として設定する。
ⅱ) 設定する普及目標
（ａ）最終普及目標
・ 2011 年初頭までに、ケーブルテレビの全加入世帯（予測；最大約2,300 万世帯）において視聴可能
（ｂ）当面の普及目標
・ 2006 年のワールドカップドイツ大会の時点において、三大広域圏内のケーブルテレビ加入世帯のうち1,200 万世
帯で視聴可能
・ 2008 年の北京オリンピックの時点において、全国のケーブルテレビ加入世帯のうち1,750 万世帯で視聴可能
④地上デジタル放送再送信の仕様の策定を踏まえ、同仕様に対応したケーブルテレビ用セットトップボックスについて、

メーカーは需要に応じた出荷を継続するとともに、ケーブルテレビ事業者はその積極的な導入を図る。

デジタル放送推進のための行動計画（第デジタル放送推進のための行動計画（第６６次）次）
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（３） 国のＩＣＴ戦略

Ⅲ ケーブルテレビを取り巻く
昨今の環境変化
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Stage1 Stage2

2001 2003 200６ ～

◆ＩＴ基本法

◆ＩＴ戦略本部設置
（本部長：内閣総理大臣）

ＩＴ基盤整備

ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ
(2003(2003年年77月月))

ee--JapanJapan戦略戦略
(2001(2001年年11月月))

ＩＴ利用・活用重視

世界のＩＴ革命を先導
するフロントランナー

自律的ＩＴ社会の実現

ＩＴ新改革戦略ＩＴ新改革戦略
(200(200６６年年１１月月))

いつでも、どこでも、誰でも
ＩＴの恩恵を実感できる社会の

実現

総務省のｕ－Ｊａｐａｎ政策

ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
社
会
の
実
現

総務省の情報通信政策

我が国のＩＴ戦略の歩み我が国のＩＴ戦略の歩み
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世界への発信世界への発信
－構造改革力追求の世界への発信と国際貢献－－構造改革力追求の世界への発信と国際貢献－

国際競争社会における日本のプレゼンス向上国際競争社会における日本のプレゼンス向上
◆世界の一翼を担う情報ハブ

課題解決モデルの提供による国際貢献課題解決モデルの提供による国際貢献
◆ＩＴによるアジア諸国等への貢献

ＩＴの構造改革力の追求ＩＴの構造改革力の追求
－ＩＴによって日本社会が抱える課題を解決－－ＩＴによって日本社会が抱える課題を解決－

ＩＴによる医療の構造改革ＩＴによる医療の構造改革
◆レセプトの１００％オンライン化

ＩＴを駆使した環境配慮型社会ＩＴを駆使した環境配慮型社会
◆ＩＴでエネルギーや資源の効率的な利用

世界に誇れる安全で安心な社会世界に誇れる安全で安心な社会
◆地上デジタルによる災害情報提供で被害軽減

世界一安全な道路交通社会世界一安全な道路交通社会

◆ＩＴＳを活用し交通事故を未然防止

世界一便利で効率的な電子行政世界一便利で効率的な電子行政
◆オンライン申請率50％達成

ＩＴ経営の確立による企業の競争力強化ＩＴ経営の確立による企業の競争力強化
◆ＩＴによる部門間・企業間連携の強化

生涯を通じた豊かな生活生涯を通じた豊かな生活
◆テレワーク、e-ラーニングの活用

ＩＴ基盤の整備ＩＴ基盤の整備
－ＩＴの構造改革力を支え、ユビキタスネットワーク社会への基盤を整備－－ＩＴの構造改革力を支え、ユビキタスネットワーク社会への基盤を整備－

ユニバーサルデザイン化されたＩＴ社会ユニバーサルデザイン化されたＩＴ社会
◆誰もが安心利用し、恩恵を享受できるＩＴ開発推進

デジタル・ディバイドのないインフラ整備デジタル・ディバイドのないインフラ整備
◆いつでも、どこでも使えるユビキタス化

世界一安心できるＩＴ社会世界一安心できるＩＴ社会
◆不正アクセス等サイバー犯罪の撲滅

次世代を見据えた人的基盤づくり次世代を見据えた人的基盤づくり
◆教員一人１台のＰＣ、モラル教育の推進

世界に通用する高度ＩＴ人材の育成世界に通用する高度ＩＴ人材の育成
◆高度ＩＴ人材育成機関の設置等

次世代のＩＴ社会の基盤となる研究開発の推進次世代のＩＴ社会の基盤となる研究開発の推進
◆中長期的な技術戦略の策定

平成１８年１月１９日決定

ＩＴ新改革戦略の概要ＩＴ新改革戦略の概要
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2010年2010年2006年2006年 2007年2007年 2008年2008年 2009年2009年 2011年2011年

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ｾﾞﾛ
地域の解消

第4世代システム
約100Mbpsの実現

認証技術・ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ
保護技術の実現

100億個
端末の協調制御

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ基盤の全国整備

(現状)
ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ｾﾞﾛ地域の世帯数

345万世帯

第4世代移動通信ｼｽﾃﾑの実現

(現状)第3世代
約144kbps～約3.1Mbps

ユビキタス端末等の技術開発

電子タグ等の利活用の実現

地上放送のデジタル化

2011年7月24日
デジタル化完了

▲
順次地域を拡大し、全国においてデジタル放送開始

○ユニバーサルプラットフォームの研究開発
○Webサービス技術の開発・実証実験、普及促進

○電子タグの利活用技術の研究開発
○情報家電のIPv6化、相互接続の推進

２０１０年度までに光ファイバ等の整備を推進し、
ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ｾﾞﾛ地域を解消

ユビキタス化の推進ユビキタス化の推進

デジタル・ディバイドの解消デジタル・ディバイドの解消
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フロントランナーに相応しいインフラとして求められる具体的事項

１．高速化
○ 遠隔教育、遠隔医療等、高精細な映像によるコミュニケーションを実現可能にするために上り

方向を含めた双方向の高速化が必要。
○ 下り100Mbps、上り30Mbps以上のサービスが提供できるインフラが、望めば誰でも利用できる
ことが必要。
○ 10Mbps～50Mbpsの安定的な提供が必要。
○ 光ファイバを中心としたブロードバンド・インフラ整備と普及（加入率）推進が必要。
○ ＦＴＴＨのギガビット化が必要。
○ 「いつでも、どこでも、誰でも」を実現するユビキタス・サービスを展開するために十分な速度が必要。

１．高速化
○ 遠隔教育、遠隔医療等、高精細な映像によるコミュニケーションを実現可能にするために上り

方向を含めた双方向の高速化が必要。
○ 下り100Mbps、上り30Mbps以上のサービスが提供できるインフラが、望めば誰でも利用できる
ことが必要。
○ 10Mbps～50Mbpsの安定的な提供が必要。
○ 光ファイバを中心としたブロードバンド・インフラ整備と普及（加入率）推進が必要。
○ ＦＴＴＨのギガビット化が必要。
○ 「いつでも、どこでも、誰でも」を実現するユビキタス・サービスを展開するために十分な速度が必要。

２．ユーザの利用環境・ユビキタス化
○ 100％の人が時間・場所を問わず利用したいときに何らかの高速インフラを利用可能な環境が
整っていることが必要。
○ ユビキタスネット社会及び通信・放送の融合に対応する等、ユーザがブロードバンドを利用

したくなるような環境・仕組みづくりが必要。
○ 料金、手続き、工事等の面でブロードバンド加入に対する障壁が少ないことが必要。
○ 映像配信、テレビ電話、医療・教育等の公共サービス等、生活に密着した利便性のある関連
サービスが充実していることが必要。
○ 高齢者に対するPC教育、非PC端末の利用等により、潜在的なユーザの裾野を拡大することが
必要。

２．ユーザの利用環境・ユビキタス化
○ 100％の人が時間・場所を問わず利用したいときに何らかの高速インフラを利用可能な環境が
整っていることが必要。
○ ユビキタスネット社会及び通信・放送の融合に対応する等、ユーザがブロードバンドを利用

したくなるような環境・仕組みづくりが必要。
○ 料金、手続き、工事等の面でブロードバンド加入に対する障壁が少ないことが必要。
○ 映像配信、テレビ電話、医療・教育等の公共サービス等、生活に密着した利便性のある関連
サービスが充実していることが必要。
○ 高齢者に対するPC教育、非PC端末の利用等により、潜在的なユーザの裾野を拡大することが
必要。

３．セキュリティ、安全・信頼性
○ 今後、日常生活やビジネスを支えるライフラインとして利用されていくため、品質やセキュリ

ティ（不正アクセス、プライバシー）に優れ、安全・安心に利用できる必要。
○ ネットワーク運用拠点の分散化、電源確保等により、災害時に強いインフラであることが必要。
○ ネットワークの冗長化等により、耐障害性が強化されていることが必要。

３．セキュリティ、安全・信頼性
○ 今後、日常生活やビジネスを支えるライフラインとして利用されていくため、品質やセキュリ

ティ（不正アクセス、プライバシー）に優れ、安全・安心に利用できる必要。
○ ネットワーク運用拠点の分散化、電源確保等により、災害時に強いインフラであることが必要。
○ ネットワークの冗長化等により、耐障害性が強化されていることが必要。

４．ネットワーク特性
○ 第４世代への展開等、移動体通信の重要性が今まで以上に増していく中で、固定通信とシーム

レスに接続可能な環境を有していることが必要。
○ 多様化・大容量化するアプリケーション、サービスに対応するため、状況に応じた帯域設定が
可能となる等の柔軟性を有していることが必要。
○ ＩＰ技術、光波長多重技術の採用等により、コストパフォーマンスの高いインフラであること
が必要。
○ ブロードバンド利用者の増加や電子政府、遠隔医療、遠隔教育等の高度利用の進展に伴い、今後
もインターネット通信量は爆発的に増加。こうしたインターネット通信量の急増に備えたバック
ボーンの強化が必要。（「次世代バックボーンに関する研究開発」を平成17年度より推進）

４．ネットワーク特性
○ 第４世代への展開等、移動体通信の重要性が今まで以上に増していく中で、固定通信とシーム

レスに接続可能な環境を有していることが必要。
○ 多様化・大容量化するアプリケーション、サービスに対応するため、状況に応じた帯域設定が
可能となる等の柔軟性を有していることが必要。
○ ＩＰ技術、光波長多重技術の採用等により、コストパフォーマンスの高いインフラであること
が必要。
○ ブロードバンド利用者の増加や電子政府、遠隔医療、遠隔教育等の高度利用の進展に伴い、今後
もインターネット通信量は爆発的に増加。こうしたインターネット通信量の急増に備えたバック
ボーンの強化が必要。（「次世代バックボーンに関する研究開発」を平成17年度より推進）

１．高速化
○ 遠隔教育、遠隔医療等、高精細な映像によるコミュニケーションを実現可能にするために上り

方向を含めた双方向の高速化が必要。
○ 下り100Mbps、上り30Mbps以上のサービスが提供できるインフラが、望めば誰でも利用できる
ことが必要。
○ 10Mbps～50Mbpsの安定的な提供が必要。
○ 光ファイバを中心としたブロードバンド・インフラ整備と普及（加入率）推進が必要。
○ ＦＴＴＨのギガビット化が必要。
○ 「いつでも、どこでも、誰でも」を実現するユビキタス・サービスを展開するために十分な速度が必要。

１．高速化
○ 遠隔教育、遠隔医療等、高精細な映像によるコミュニケーションを実現可能にするために上り

方向を含めた双方向の高速化が必要。
○ 下り100Mbps、上り30Mbps以上のサービスが提供できるインフラが、望めば誰でも利用できる
ことが必要。
○ 10Mbps～50Mbpsの安定的な提供が必要。
○ 光ファイバを中心としたブロードバンド・インフラ整備と普及（加入率）推進が必要。
○ ＦＴＴＨのギガビット化が必要。
○ 「いつでも、どこでも、誰でも」を実現するユビキタス・サービスを展開するために十分な速度が必要。

２．ユーザの利用環境・ユビキタス化
○ 100％の人が時間・場所を問わず利用したいときに何らかの高速インフラを利用可能な環境が
整っていることが必要。
○ ユビキタスネット社会及び通信・放送の融合に対応する等、ユーザがブロードバンドを利用

したくなるような環境・仕組みづくりが必要。
○ 料金、手続き、工事等の面でブロードバンド加入に対する障壁が少ないことが必要。
○ 映像配信、テレビ電話、医療・教育等の公共サービス等、生活に密着した利便性のある関連
サービスが充実していることが必要。
○ 高齢者に対するPC教育、非PC端末の利用等により、潜在的なユーザの裾野を拡大することが
必要。

２．ユーザの利用環境・ユビキタス化
○ 100％の人が時間・場所を問わず利用したいときに何らかの高速インフラを利用可能な環境が
整っていることが必要。
○ ユビキタスネット社会及び通信・放送の融合に対応する等、ユーザがブロードバンドを利用

したくなるような環境・仕組みづくりが必要。
○ 料金、手続き、工事等の面でブロードバンド加入に対する障壁が少ないことが必要。
○ 映像配信、テレビ電話、医療・教育等の公共サービス等、生活に密着した利便性のある関連
サービスが充実していることが必要。
○ 高齢者に対するPC教育、非PC端末の利用等により、潜在的なユーザの裾野を拡大することが
必要。

３．セキュリティ、安全・信頼性
○ 今後、日常生活やビジネスを支えるライフラインとして利用されていくため、品質やセキュリ

ティ（不正アクセス、プライバシー）に優れ、安全・安心に利用できる必要。
○ ネットワーク運用拠点の分散化、電源確保等により、災害時に強いインフラであることが必要。
○ ネットワークの冗長化等により、耐障害性が強化されていることが必要。

３．セキュリティ、安全・信頼性
○ 今後、日常生活やビジネスを支えるライフラインとして利用されていくため、品質やセキュリ

ティ（不正アクセス、プライバシー）に優れ、安全・安心に利用できる必要。
○ ネットワーク運用拠点の分散化、電源確保等により、災害時に強いインフラであることが必要。
○ ネットワークの冗長化等により、耐障害性が強化されていることが必要。

４．ネットワーク特性
○ 第４世代への展開等、移動体通信の重要性が今まで以上に増していく中で、固定通信とシーム

レスに接続可能な環境を有していることが必要。
○ 多様化・大容量化するアプリケーション、サービスに対応するため、状況に応じた帯域設定が
可能となる等の柔軟性を有していることが必要。
○ ＩＰ技術、光波長多重技術の採用等により、コストパフォーマンスの高いインフラであること
が必要。
○ ブロードバンド利用者の増加や電子政府、遠隔医療、遠隔教育等の高度利用の進展に伴い、今後
もインターネット通信量は爆発的に増加。こうしたインターネット通信量の急増に備えたバック
ボーンの強化が必要。（「次世代バックボーンに関する研究開発」を平成17年度より推進）

４．ネットワーク特性
○ 第４世代への展開等、移動体通信の重要性が今まで以上に増していく中で、固定通信とシーム

レスに接続可能な環境を有していることが必要。
○ 多様化・大容量化するアプリケーション、サービスに対応するため、状況に応じた帯域設定が
可能となる等の柔軟性を有していることが必要。
○ ＩＰ技術、光波長多重技術の採用等により、コストパフォーマンスの高いインフラであること
が必要。
○ ブロードバンド利用者の増加や電子政府、遠隔医療、遠隔教育等の高度利用の進展に伴い、今後
もインターネット通信量は爆発的に増加。こうしたインターネット通信量の急増に備えたバック
ボーンの強化が必要。（「次世代バックボーンに関する研究開発」を平成17年度より推進）

（参考）フロントランナーとなるためのインフラの条件（参考）フロントランナーとなるためのインフラの条件

① デジタル・ディバイドが解消され、

100％の国民が高速又は超高速の

ブロードバンドを利用できる環境が

整備されていること。

② 高度アプリケーションでの利用や
大容量コンテンツの発信等情報発信
にも強い、上り30Mbps級以上の
より高度なブロードバンドが広く
利用可能となっていること。

④ 品質やセキュリティに優れ、

災害・障害に強く、ユーザが安全・

安心に利用できるインフラである

こと。

③ いわゆるトリプルプレー等の

多様なサービスに対応できる、

利用率の高いインフラであること。

デジタル・ディバイドの解消 情報発信に強いより高度な
ブロードバンドの普及

利用の高度化

フロントランナーに相応しい
インフラの４条件

安全・安心なインフラ

① デジタル・ディバイドが解消され、

100％の国民が高速又は超高速の

ブロードバンドを利用できる環境が

整備されていること。

② 高度アプリケーションでの利用や
大容量コンテンツの発信等情報発信
にも強い、上り30Mbps級以上の
より高度なブロードバンドが広く
利用可能となっていること。

④ 品質やセキュリティに優れ、

災害・障害に強く、ユーザが安全・

安心に利用できるインフラである

こと。

③ いわゆるトリプルプレー等の

多様なサービスに対応できる、

利用率の高いインフラであること。

デジタル・ディバイドの解消 情報発信に強いより高度な
ブロードバンドの普及

利用の高度化

フロントランナーに相応しい
インフラの４条件

安全・安心なインフラ

（全国均衡のあるブロードバンド基盤の整備に関する
研究会 最終報告（総務省 平成１７年７月１５日）より）

欧米韓における光ファイバ化へ向けた事業者の取組み、政府としての積極的取組み等の動向を踏まえ、

2010年に向け、「フロントランナー に相応しいインフラの４条件」を抽出したところ、以下のとおり。
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（参考）次世代ブロードバンド環境の整備目標とその意味（参考）次世代ブロードバンド環境の整備目標とその意味

２つの整備目標の関係

次世代ブロードバンド環境の整備目標

① デジタル・ディバイドの解消に関する目標

2008年までにブロードバンド・ゼロ市町村
を解消、
2010年までにブロードバンド・ゼロ地域を
解消すること。

② 世界最先端のブロードバンド整備に
関する目標

2010年までに次世代双方向ブロード
バンド（上り30Mbps級以上）を90％以上
の世帯で利用可能とすること。

次世代ブロードバンド環境の整備目標

① デジタル・ディバイドの解消に関する目標

2008年までにブロードバンド・ゼロ市町村
を解消、
2010年までにブロードバンド・ゼロ地域を
解消すること。

② 世界最先端のブロードバンド整備に
関する目標

2010年までに次世代双方向ブロード
バンド（上り30Mbps級以上）を90％以上
の世帯で利用可能とすること。

ブロードバンドを
１００％１００％の国民が
利用可能に

次世代双方向
ブロードバンド
（ＵＩＢＮ）（ＵＩＢＮ）

上り３０Mbps級の
次世代双方向
ブロードバンドを
９０％以上９０％以上の世帯
で利用可能に

２００８年まで
にブロードバン
ド・ゼロ市町村
を解消

２０１０年までにブ
ロードバンド・ゼロ
地域を解消

条
件
不
利
地
域

都
市
部

地
方
都
市

町
村

B B

BBゼロ地域
100

UIBN

条
件
不
利
地
域

都
市
部

地
方
都
市

町
村

UIBN

B B
100

現 在 ２０１０年

注１「ブロードバンド・ゼロ市町村」とは、域内にブロードバンドを

利用できるエリアが全くない市町村を指す。

注２「ブロードバンド・ゼロ地域」とは、市町村の一部である空白地帯

を含め、ブロードバンドが利用できない地域全体を指す。

（全国均衡のあるブロードバンド基盤の整備に関する
研究会 最終報告（総務省 平成１７年７月１５日）より）

「フロントランナーに相応しいインフラの４条件」を踏まえ、国としての新たな数値目標として、デジタル・ディバイド解消に関す

る目標と、世界最先端のブロードバンド整備に関する目標の２点から成る「次世代ブロードバンドの整備目標」を、以下のと

おり本研究会として提唱。
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（４） 市町村合併の進展

Ⅲ ケーブルテレビを取り巻く
昨今の環境変化
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■ケーブル施設がない場合 ～ケーブルテレビ施設の新設

■すでにケーブル施設がある場合 ～ケーブルテレビ事業者の連携/一体化

○市町村合併の“目玉事業”

○市町村合併の大きな課題である“地域の一体性”の醸成

○地域公共ネットワークとしての活用

【課題】 整備資金の調達

○新市町村内における地域格差の是正のための業務区域の拡張

○市町村合併の大きな課題である“地域の一体性”の醸成

○地域公共ネットワークとしての活用

【課題】 整備資金の調達

○ケーブルテレビの一体的な運営

【課題】・連携/統合の形態/手法の選択
・経営形態の差異（自治体/民間）
・料金/サービスの差異
・財務内容/経営方針の差異
・施設/伝送路の差異
・補助対象施設の取り扱い

X市

■一部の市町村にケーブル施設がない場合 ～ケーブルテレビ施設のエリア拡大

X市

A市

B町

C村

X市

市町村合併市町村合併の進展の進展

地方分権の推進、少子高齢化の進展、広域的な行政需要の拡大等を背景として、市町村合併

が進展。 ◆市町村数 ３，２３２（平成１１年３月末） → ２，０１２（平成１８年２月１３日現在）

市町村合併とケーブルテレビ
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（１） 地上デジタル放送への対応

Ⅳ ケーブルテレビ事業者の動向

①ケーブルテレビ事業者における対応
②共同受信施設の地上デジタル化への対応
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2003           04             05              06              07 08              09           2010            
11  11.7 （年）

2000

1500

1000

500

（万加入）

0

ワールドカップ
ドイツ大会

ケーブルテレビ
全体の加入世帯数

アナログ放送停止

地上デジタル放
送視聴可能世帯
数

1467

2300

1100

北京五輪３大広域圏開始

2000

1650

2200

1750

700

200

1200
平成１５年１２月

約７００万世帯

〔大幅に前倒し〕

平成１７年１２月末

約１，２３０万世帯

①①ケーブルテレビ事業者における対応ケーブルテレビ事業者における対応
～ 地上放送のデジタル化への対応 ～

○ 設定する普及目標（ケーブルテレビによる地上デジタル放送の普及目標）

・最終普及目標 2011年初頭までに全加入世帯（予測；最大約2300万世帯）
※ （社）日本ケーブルテレビ連盟「ケーブルテレビにおける円滑な地上デジタル放送の再送信に向けて」（2004年７月改訂）より
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ケーブルテレビによる地上デジタル視聴世帯は、

ＳＴＢ使用（ＴＭ）だけで最大約２１３万世帯
（パススルー方式によるケーブル経由の視聴世帯数は不明）

ＳＴＢ設置地上デジタルＴＶ購入世帯

地上デジタル放送視聴世帯

ケーブル経由（ＴＭ方式）でＳＴＢを
利用して地上デジタル放送を視聴

ケーブル経
由（ＰＴ方式）
で地上デジ
タル放送を
視聴

直接受信で地上
デジタル放送を
視聴

地上デジタルＴＶ６２７万台

ケーブル経由での視聴世帯

（ディスプレイとして、
地上デジタルＴＶを
利用）

ＳＴＢ２１３万台

地上デジタ
ル放送が放
送されてい
ない地域

注）２１３万台にはデータ放送受信非対応のＳＴＢ約２２万台を含む。

ＳＴＢの数値はＨ１７．１２月末（日本ケーブルラボ調べ）

地上デジタルＴＶはチューナ、デジタルレコーダを含む。数値はＨ１７．

１２月末（ＪＥＩＴＡ調べ）

①①ケーブルテレビ事業者における対応ケーブルテレビ事業者における対応

～地上デジタル放送の視聴形態～

地上デジタ
ル放送が放
送されてい
ない地域
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●都市受信障害対策（Ｈ１７年３月 総務省調べ）
施設数 約 ４．９万 ／ 利用世帯数 約 ６７２万

●辺地難視聴解消対策（Ｈ１７年３月 総務省調べ）
施設数 約 １．８万 ／ 利用世帯数 約 １６１万

●集合住宅共同受信（Ｈ１６年NHK調べ）

施設数 約４０万／利用世帯数 約 ５００万

施
設
の
伝
送
帯
域
・
空
き
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
状
況
・

機
器
の
周
波
数
特
性
等
か
ら
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送

を

直

接

伝

送

で
き

な

い
場

合

が

あ

る

。

ＶＨＦ・ＭＩＤ ＳＨＢ ＵＨＦ

９０ＭＨｚ
２２２ＭＨｚ ４７０ＭＨｚ ７７０ＭＨｚ

地上デジタル放送

４７０ＭＨｚ ７７０ＭＨｚ

●地上デジタル放送の伝送帯域

②②共同受信施設の地上デジタル化への対応共同受信施設の地上デジタル化への対応

－実態と課題－
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共同受信施設

ＭＩＤ帯のチャンネルに周波数変換

VHF
1～3ch

ＶＨＦ
4～12ch

ＭＩＤ帯の
チャンネル

周波数

共同受信用
ヘッドアンプ

UHF
13ch

UHF
62ch・・・

施設の改修が不要なため安価

低廉な装置の開発、規格化も完了

共同受信用ヘッドアンプ

（地上デジタル波）

ＵＨＦ用受信アンテナ

地上デジタル放送局

（注）地上デジタルテレビも周波数変換方式に対応

②②共同受信施設の地上デジタル化への対応共同受信施設の地上デジタル化への対応

～対応例：地上デジタル放送の周波数変換方式による伝送～

「CATVﾊﾟｽｽﾙｰ対応」
の地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾚﾋﾞ
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（２） ケーブルテレビ施設の高度化

Ⅳ ケーブルテレビ事業者の動向
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30.1％

49,601

164,755

１６年度

29.2％

45,549

155,866

１５年度

光ファイバ

28.0％26.7％幹線光化率

40,94034,338

145,987128,397幹線路

１４年度１３年度年度

（単位：ｋｍ）

※ 事業者アンケートより

223

495

光ファイバ導
入の施設数

それ以外の　
施設数

１．ケーブルテレビの幹線光化率１．ケーブルテレビの幹線光化率

２．光ファイバ導入の現状２．光ファイバ導入の現状

（31.1%）

（68.9%）

（平成１７年３月末現在）

２２３
（３１．１％）

４９５
（６８．９％）

１６年度

２３８
(３２．５％）

４９４
（６７．５%)

１５年度

２４１
（３６％）

３３２
（４９％）

それ以外の施設数

４３３
（６４％）

３４４
（５１％）

光ファイバ導入の
施設数

１４年度１３年度年度

ケーブルテレビ事業者の光化・広帯域化の現状ケーブルテレビ事業者の光化・広帯域化の現状

437

12 84

169
16

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

700以上 500以上700未満 350以上500未満 250以上350未満 250未満

３．広帯域化の現状３．広帯域化の現状

自主放送を行う許可

施設（７１８）の帯域別

施設数

（平成１７年３月末現在）
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ケーブルテレビ事業者のネットワークの現状ケーブルテレビ事業者のネットワークの現状

400ＩＰマルチキャスト方式により自主放送のみ
を行う事業者

200再送信のみを行う事業者

7100再送信及び自主放送を行う事業者

ＦＴＴ
Ｈ方式

ＨＦＣ
方式

同軸方
式

２ 電気通信役務利用放送事業者

118531再送信のみを行う事業者

34400136再送信及び自主放送を行う事業者

ＦＴＴ
Ｈ方式

ＨＦＣ
方式

同軸方
式

１ 有線テレビジョン放送事業者

（501端子以上）

注１：同軸方式、ＨＦＣ方式は、H17.6.30現在の事業者数。
注２：ＦＴＴＨの事業者数は、H18.1.31現在の事業者数。
注３：ＨＦＣ方式とＦＴＴＨ方式を併用している事業者がある。
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ＦＴＴＨとＨＦＣのＦＴＴＨとＨＦＣの高度化高度化比較比較

(注１)  電気通信事業用はＢフレッツを想定
(注２) HFCにおいては、１つの光電変換増幅器に収容される加入者を分割（小セル化）することによって、映像伝送の高品質化とケーブル
インターネットの高速化が可能。
(注３) NTTにおいては、交換局から１Ｇｂｐｓの回線を３２分岐し、加入者と接続しているため、１加入者あたりの伝送容量は、概ね３０Ｍｂｐｓ
（≒１０００Ｍｂｐｓ／３２）となっており、ＨＤではＭｐｅｇ２方式を使う場合、１チャンネル程度の番組伝送になる。
(注４) ７７０MHｚ対応の施設における無線周波数でのＴＶ番組伝送の場合
(注５) インターネットの速度はベストエフォート。
(注６) １つの光電変換増幅器あたりに収容される世帯数（３００世帯程度。５０世帯を切るネットワーク構成も可能。）でシェアされる。
(注７) C.LINKは、映像伝送で使用していない周波数帯域（８００MHｚ帯）を使用し高速化するもの。 また、DOCSIS3.0は、複数の空き周波数
帯を束ねて高速化するシステムで、どちらも今夏までの導入が予定されている。

保守に係るコスト
は比較的小さい

保守コストは比較的大き
い

既存施設の有効利用が可
能であり、FTTH化も可能

保守に係るコストは比較的小さいその他

新規敷設の場合、
負担が大きい

技術的に確立し、新規敷
設では最も安価

システムの向上のための
コストが小さい。

新規敷設の場合、負担が大きいコスト

放送の帯域と通信の帯
域が独立しているため、
放送の影響を受けずに
サービス提供が可能

一般的には最大４０Mbps
サービス（注６）

インターネッ
ト提供
（下り回線）

最大１００Ｍｂｐｓ程
度までの高速な
サービスの提供が
可能

ケーブルモデムにより、
１Mbps 程度のサービス
提供が可能

小セル化(注6)やケーブ
ルモデムの新技術
（c.LINKやDOCSIS3.0）
の導入によりＦＴＴＨと同
程度のサービス可能（注
７）

放送の帯域と通信の帯域が独立しているため、放送
の影響を受けずにサービス提供が可能

インターネッ
ト提供
（上り回線）
（注５）

－

デジタル有線テレビジョン
放送方式（６４ＱＡＭ等）に
より、百チャンネル程度
（注４）

デジタル有線テレビジョン放送方式（６４ＱＡＭ等）に
より、百チャンネル程度（注４）

１チャンネル程度（注３）

ＴＶ伝送チャ
ンネル数（Ｈ
Ｄ品質）

電気通信事業用ＦＴＴＨ
（通信利用） （注１）従来のＨＦＣケーブルテレビ用

電気通信事業用
（ＩＰ放送）（注１）

（参考）

ＨＦＣ (注２)

ＦＴＴＨ

最大１００Ｍｂｐｓ程度
までの高速なサービ
スの提供が可能

最大１００Ｍｂｐｓ程度ま
での高速なサービスの
提供が可能

但し、ＩＰで映像伝送を行
うとインターネットの通信
速度は、ＩＰ放送で使用
する帯域の影響を大きく
受ける。
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（３） 事業者連携の進展

Ⅳ ケーブルテレビ事業者の動向
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◇主なＭＳＯの概要

・H17.12 関西マルチメディア㈱（ISP)の経営権を取得

・H17.12 さくらケーブルテレビ㈱（東京都墨田区）への
経営参画について基本協定書を締結

・H17.11 六甲アイランドケーブルビジョン㈱（兵庫県神
戸市）の経営権を取得

・H17.10 ㈱ケーブルテレビ神戸（兵庫県神戸市）の経

営権を取得

・H17.9 ㈱小田急情報サービス（神奈川県川崎市）の全
株式を取得

２０社

ｽﾐｼｮｳ/ｴﾙｴﾑｱｲ･ｽｰﾊﾟｰ･ﾒﾃﾞｨ
ｱ･ｴﾙｴﾙｼｰ（63%）、ｽﾃｰﾄ ｽﾄ
ﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ
（6%）

㈱ジュピターテレコム

北海道、関東、近畿、九州で事業
展開

・H17.10 KDDI㈱と協業で固定電話サービスを開始

・H16.12 関西ケーブルネット㈱（傘下５社）と大阪セント
ラルケーブルネットワークが合併して現在の形となる

６社
松下電器産業 ㈱（56%）、㈱廣
済堂（9%）、㈱ジュピターテレコ
ム（9%）、丸紅㈱（6%）

ケーブルウエスト㈱

大阪府で事業展開

・H18.2 ＫＤＤＩ㈱が、ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱、
ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ㈱の株式取得を発表

・H18.1 マイテレビ㈱（東京都立川市等）の経営権を取得

・H17.12 KDDI㈱と協業で固定電話サービスを開始

・H17.4 ㈱コアラテレビ（千葉県松戸市）の経営権を取得

１４社

ジャパンケーブルネットホール
ディングス㈱（71%）
（※持株会社の主要株主）

富士通㈱(28%)、セコム㈱（26%）、
東京電力(23%) ㈱、丸紅(23%) ㈱

ジャパンケーブルネット㈱

首都圏を中心に事業展開

最近の動き
ケーブル
会社数主要株主

ケーブルテレビのＭＳＯ化の現状ケーブルテレビのＭＳＯ化の現状

H18.2現在

○ ＭＳＯ（Multiple System Operator）は、複数の地域の有線テレビジョン放送施設を
所有・運営する統括運営会社。

○ 平成５年の規制緩和により地元事業者要件が廃止されたことを背景として進展。

○ 経営管理機能を有するほか、設備や番組の一括調達を行うなど、効率的な経営を

行うことを目的とするもの。
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広域連携

地域において隣接する事業者が、ネットワークを整備し連携

（例） 富山県

三重県

デジタルヘッドエンドの共用・共同事業の展開

（例） 日本デジタル配信㈱（ＪＤＳ）
電鉄会社等が中心となり、デジタルヘッドエンドの共用・デジタルコンテンツの大規模な配信等を実施、関東圏２０社

㈱東海デジタルネットワークセンター（TDNC)
ケーブルテレビ事業者が中心となり、デジタルヘッドエンド共用、IP電話事業等の共同事業を実施、東海圏１８社

㈱東京デジタルネットワーク（TDN)
東京・千葉・埼玉の１２事業者が、デジタルヘッドエンドの共用、ローカルコンテンツの相互活用、放送機器・番組の共同購入等を実施

県の整備する広域ネットワークを利用した連携

（例） 佐賀県

大分県

富山県ケーブルテレビ協議会参加１７事業者が、「いきいきネット富山」のネットワークを整備し、デジタルヘッドエン
ドを共用、番組交換、IP電話事業、県議会生中継を実施

県内９事業者がCATV網を相互接続することにより、高速大容量のネットワークを整備し、デジタルヘッドエンドの共用・
インターネットサービスを実施

NetComさが推進協議会参加 １０事業者が、県の整備した光ファイバ網を利用し、インターネットサービス、ローカルコン
テンツの提供、デジタルヘッドエンドの共用を実施

「豊の国ハイパーネットワーク」を活用し、デジタルヘッドエンドの共同利用、ローカルコンテンツの提供、IP電話事業を
計画

ケーブルテレビの事業者間連携ケーブルテレビの事業者間連携

地域の複数のケーブルテレビ事業者が、ネットワーク接続して、デジタルヘッドエ

ンドの共同利用やローカルコンテンツの相互活用等を進める動きも活発化。
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（４） 地域や自治体との連携

Ⅳ ケーブルテレビ事業者の動向
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地域や自治体との連携地域や自治体との連携

自主放送番組の活用自主放送番組の活用：中海テレビ放送の事例（鳥取県）

◇自主制作放送４チャンネル

「地域密着のニュース専門番組」、「文字情報番組」

「地域情報・バラエティ」、「パブリック・アクセス・チャンネル」

◇パブリックアクセスチャンネル

～平成４年１１月より開始（国内初の取組）～

・１３０本／年を放送

・内容は、地域の行事・イベントから合併問題、環境問題など地域

が抱える問題を取り上げるもの

公共サービスの提供公共サービスの提供：ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ八尾の事例（富山県）

◇農村在宅健康管理支援システム
・在宅健康管理支援システム
（血圧・脈拍・体温・体重→健康管理センター）
・在宅療養支援システム（上記＋心電図）
・緊急通報システム（在宅アダプタor緊急ペンダント）
◇消融雪施設集中管理システム（監視、遠隔操作）
・リアルタイムで状況把握。迅速な管理と運転が可能に

・通信料の節減

◇河川水位情報放送システム
◇簡易水道遠方監視システム
◇音声告知システム
◇地すべり監視システム
◇農業気象情報放送システム

他ﾒﾃﾞｨｱとの連携他ﾒﾃﾞｨｱとの連携：ｷｬｯﾁﾈｯﾄﾜｰｸの事例（愛知県）

◇コミュニティＦＭ局の設立
・平成１４年５月、碧南市等５市の要請を受け、キャッチが筆
頭株主となり、エフエムキャッチを設立し、翌年１月から放
送開始

◇連携の効果

・未加入の住民にも情報発信可能～行政の信頼を得ること
に成功。“ワンソース、マルチユース”で、メディアの特性を活
かして、情報浸透力をアップ

◇災害分野への活用

・碧南市等５市とケーブルテレビ・コミュニティFMを含めた
「災害 時の放送に関する協定」

・６市３町と地震時の具体的な対応を検討

・４市３町と防災訓練を順次実施

出典：ケーブルテレビに関する調査研究会報告書（平成１７年３月 （社）日本ケーブルテレビ連盟 ケーブルテレビに関する調査研究会）
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（５） 区域外再送信

Ⅳ ケーブルテレビ事業者の動向
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【再送信同意制度の概要】

同意要請

同意＝再送信可能に

総務大臣

協議不調／協議不可能→裁定申請

ケーブルテレビ事業者

同意拒否

同意しないことにつき正当な
理由がある場合を除き、同意
すべき旨を裁定。

裁定

◇区域外再送信のイメージ
：Ｂ県を放送対象地域とするＸ放送局の放送を、ケーブルテレビ局が受信してＡ県内の世
帯に再送信する。

X放送局

Ｙ放送局

Ａ県 Ｂ県

ケーブルテレビ局

放
送
事
業
者

区域外再送信の概要区域外再送信の概要

○ 区域外再送信とは、地上波の放送局の放送対象地域外で、ケーブルテレビ事業者が当該放送局の放送を

再送信すること。

○ 区域外再送信を行っているケーブルテレビ事業者数は、 ４５４事業者、区域外再送信されているチャンネル

数は、のべ２０００チャンネル程度。（総務省調べ）

○ なお、放送番組が一部カットして放送されるなど、放送事業者の放送の意図がその意に反し、害され又は歪

曲されないことを担保するという趣旨から、ケーブルテレビ事業者は、放送局の放送を受信し、再送信するに

当たっては、放送事業者の同意を得ることが必要。（有線テレビジョン放送法第１３条第２項）
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注１：クロスネット局によるものを含むため、局数とネットワーク数に差があるもの。

注２：普及率：都道府県別自主放送を行う許可施設の加入世帯数（H17.3末）を、住民基本台帳（H16.3末）に基づく都道府県別世帯数で除した数値（出典：平成１７年情報通信白書）

注３：総務省把握分の数値。

１７．９％

３０．２％

４５．４％

４２．８％

１８．６％

４４．５％

４５．５％

２８．９％

４１．６％

５６．２％

５０．２％

８１．７％

８．７％

１１．５％

区域外再送信を
行うケーブル局

数 注３

０

２

２４

２０

４

１７

２３

９

６

１４

１８

２０

１

８

区域外再送信の例

朝日放送（ANN）、瀬戸内海放送（ANN） 、テレビせとう
ち（TXN）、サンテレビジョン（独立Ｕ）

鳥取市等日本海ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ㈱３ （JNN,NNN,FNN）鳥取県

朝日放送（ANN） 、テレビせとうち（TXN）、サンテレビ
ジョン（独立Ｕ）

松江市の一部
等

山陰ケーブルビジョン㈱３ （JNN,NNN,FNN）島根県

ＲＫＢ毎日放送（JNN）、福岡放送（NNN）、西日本放送
（FNN）、九州朝日放送（ANN）、ＴＶＱ九州放送（TXN）

山口市等山口ケーブルビジョン㈱３（JNN,NNN,ANN）山口県

毎日放送（JNN）、読売テレビ（NNN）、関西テレビ（FNN）、
朝日放送（ANN）、テレビ大阪（TXN）、サンテレビジョン
（独立U）、テレビ和歌山（独立Ｕ）

徳島市ケーブルテレビ徳島㈱１（NNN）徳島県

テレビせとうち（TXN）、サンテレビジョン（独立Ｕ）高知市等高知ケーブルテレビ㈱３ （JNN,NNN,FNN）高知県

ＲＫＢ毎日放送（JNN）、福岡放送（NNN）、西日本放送
（FNN）、九州朝日放送（ANN）、ＴＶＱ九州放送（TXN）、
熊本放送（JNN）

佐賀市等佐賀シティビジョン㈱１（FNN）佐賀県

ＲＫＢ毎日放送（JNN）、福岡放送（NNN）、西日本放送
（FNN）、九州朝日放送（ANN）、ＴＶＱ九州放送（TXN）、
テレビ愛媛（FNN）

別府市等ＣＴＢメディア㈱３（JNN,NNN,FNN,ANN）注１大分県

福岡放送（NNN）、九州朝日放送（ANN）宮崎市等宮崎ケーブルテレビ㈱２ （JNN,NNN,FNN,ANN）注1宮崎県

－－－３（JNN,FNN,ANN）沖縄県

区域外再送信となる民放局業務区域主なケーブル局

福井ケーブルテレビ㈱

㈱ケーブルテレビ富山

㈱日本ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ

㈱秋田ケーブルテレビ

青森ケーブルテレビ㈱

福井市等

富山市等

甲府市等

秋田市

青森市の一部

２（NNN,FNN,ANN）注１

３（JNN,NNN,FNN）

２（JNN,NNN）

３（NNN,FNN,ANN）

３（JNN,NNN,ANN）

地上民放局数

北陸放送（ＪＮＮ)、北陸朝日放送（ANN）

北陸朝日放送（ANN）

フジテレビ（FNN）、テレビ朝日（ＡＮＮ）、テレビ東京
（TXN）、テレビ神奈川（独立Ｕ）

岩手放送（JNN）

北海道文化放送（FNN）、テレビ北海道（TXN）

山梨県

福井県

青森県

秋田県

富山県

都道

府県

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
普及率注２

区域外再送信の実例（地上民放局数が３局以下の地域の例）区域外再送信の実例（地上民放局数が３局以下の地域の例）
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有線テレビジョン放送法における再送信同意制度と裁定制度有線テレビジョン放送法における再送信同意制度と裁定制度

有線テレビジョン放送事業者は、放送事業者等の同意を得なければ、その放送を受信し、
再送信することができない。 （有テレ法第１３条第２項）

再送信同意について協議が調わなかった場合、有線テレビジョン放送事業者は、総務大
臣の裁定を求めることができる。 （有テレ法第１３条第３項）

再送信同意制度

裁定制度

総務大臣は、再送信に係る同意をしないことにつき、正当な理由がある場合を除き、同意
をすべき旨の裁定をするものとする。 （有テレ法第１３条第５項）

《第１０４回国会衆議院逓信委員会（昭和６１年４月２３日）で表明》

①放送番組が放送事業者の意に反して、一部カットして放送される場合

②放送事業者の意に反して、異時再送信される場合

③放送時間の開始前や終了後に、そのチャンネルで別の番組の有線放送を行い、放送事業者の放送番組か他の番
組か混乱が生じる場合

④ケーブルテレビの施設が確実に設置できるという見通しがない、施設設置の資金的基礎が十分でない等、ケーブル
テレビ事業者としての適格性に問題があるとされる場合

⑤ケーブルテレビの受送信技術レベルが低く良質な再送信が期待できない場合

◆「正当な理由」とは、放送事業者の放送の意図がその意に反し、害され又は歪曲されないことを担保すると
いう再送信同意制度の趣旨に適うものとして、次のような場合にそれが認められることとされている。

※著作権との関係について《第104回国会参議院逓信委員会（昭和61年5月13日）文化庁文化部著作権課長答弁》

「有線テレビジョン放送で認められております同意の制度と、それから著作権法で規定しております著作隣接権制度というのは全
く別個の制度、権利でございます。したがいまして、理論上は著作隣接権は著作隣接権として許諾権でございますからノーと言う
ことは可能でございますけれども、ご承知のとおり著作権あるいは著作隣接権というのは、権利者の権利を保護すると同時に、こ
れは文化的所産でございますので国民の多くの方々に利用していただくということによって初めて重要な意味をもつ。したがって、
公正な利用ということについてもその法律の趣旨の中にはあるわけでございます。」
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隣接しておらず隣接しておらず両 地 域 の 関 係

郵政省としては、上記申請に基づき、直接当事者たる乙に対して同意を与え

ないことの理由を聴取するとともに、同意を与えない理由にある地元民放事業

者にも参考として理由を聴取した。その結果、乙は地元民放事業者の合意が

ないことを理由としており、また、地元民放事業者は経営上の影響を理由とし

ていたが、いずれも同意をしないことの正当な理由に該当しないものであると

判断された。このため、甲からの申請どおり乙は再送信に同意すべき旨の裁

定案をH5.6に電気通信審議会あて諮問し、同審議会から適当である旨の答申

を得た。

裁定にあたり、乙側から、地元民放事業者権益の侵害、チャンネルプ

ランの形骸化、自社営業への影響などの理由から同意できない旨の意

見が出されたが、郵政省としては、これら理由は再送信に同意できない

正当な理由には該当しないと判断し、S62.7に電気通信審議会あて乙は

再送信に同意すべき旨の裁定案を諮問し、同審議会から適当である旨

の答申を受けた。
裁 定

① 甲は、高知県が民放２波地域であり、従来から地元民に情報に対する過

疎感が強く、県外民放波の視聴希望が多いことから、情報格差の解消や地

域活性化のために区域外再送信を行うこととし、H2.6、乙に対し、乙のテレビ

ジョン放送の再送信につき同意を求めたが、乙は区域外での再送信である

ことから、本件区域外再送信に関して高知県内の民放事業者（地元民放事

業者）の合意が必要である旨主張。

② 甲は、地元民放事業者に対して地元合意を求めたものの、経営上の問題

を理由に合意を拒否。一方、郵政省（電気通信監理局）においても、当事者

間の自主的解決を基本としつつも、必要に応じて助言、指導、斡旋等を行っ

たがこれも不調。

③ 以上の経緯から、甲としてもこれ以上の自体の進展が望めないとして、

H5.2に郵政大臣あて裁定の申請を行った。

① 甲は、事業の開始に伴い、銀行からの融資条件である再送信に区

域外波を繰り入れる必要から、また、地元の区域外波視聴に関する

ニーズに応えるため、S59.1、乙に対し、乙のテレビジョン放送の再送

信につき同意を求めたが、区域外での再送信であることから、本件区

域外再送信に関して島根県内の民放事業者（地元民放事業者）の合

意を取得するよう言われた。

② 甲は、地元同意を得るため、地元民放事業者と協議を重ねたもの

の、進展は見られなかった。また、一方では、郵政省（電気通信監理

局）においても、関係者からの事情聴取、斡旋等を行い、当事者間の

交渉促進に努めたものの、これも不調に終わった。

③ 甲は、以上の経緯をふまえつつも乙に対する同意を求めたものの、

乙は地元民放事業者の合意がない状況では甲の再送信には同意は

できない旨表明。

④ 以上のことから、甲はS62.6に、郵政大臣あて裁定の申請を行った。

概 要

テレビせとうち（岡山県岡山市） （乙）サンテレビジョン（兵庫県神戸市）（乙）関係放送事業者

高知ケーブルテレビ（高知県高知市） （甲）山陰ケーブルビジョン（島根県松江市） （甲）関係CATV事業者

H5の事例S62の事例

過去の裁定の概要過去の裁定の概要
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Ⅴ 総務省における最近の取組

（１）技術革新への政策的対応

①FTTHによるケーブルテレビのための技術基準の改正
②ITU－Tにおける標準化の推進
③ケーブルテレビの高度化に関する研究開発の推進
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①①FTTHFTTHによるケーブルテレビのための技術基準の改正によるケーブルテレビのための技術基準の改正

～FTTHに対応した省令改正（平成１７年１２月）の背景～

放送サービスのデジタル化への対応

多チャンネル伝送等のための広帯域化

光ファイバによるケーブルテレビネットワークとして、ＦＴＴＨを採用する事業者が出現

ケーブルテレビネットワークの高度化

光関係部品の性能向上

光関係部品の価格の低廉化

光関連の動向

通信事業者によるＦＴＴＨ導入通信サービスの提供
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①①FTTHFTTHによるケーブルテレビのための技術基準の改正によるケーブルテレビのための技術基準の改正

～改正の概要（イメージ）～

光送信機

局舎内 (ヘッドエンド）

光送信機

分岐

光増幅器

WDM

(インターネットサービス等)

WDM

V-ONU テレビ受信機

通信ONU
通信端末

受信者宅

集合住宅

上り

波長

下り 放送信号

影響

放送信号伝送用光波長として1500nm帯を規定

１ 伝送波長等を規定

従来の主観評価による判定法の他、

① スペクトルマスク

② 客観的画質評価 による判定法を追加

波長多重など

光ファイバ

２ 放送への影響の評価方法を追加

放送

通信

クロージャ

MDF室等
増幅器

受信者端子

TV

各戸

V-ONU光成端箱
分

配

器

棟内同軸配線

CN比45dB以上

３ 性能規定点の追加

一定以上の線路性能を有する戸建て・集合住宅では、
現行の受信者端子に加えV-ONU入出力などでも性能規定
が可能
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②②ITUITU－－TTにおける標準化の推進における標準化の推進

ITU-T ＳＧ９：統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送

ITU-T ＳＧ９とは、テレビ信号の素材伝送・一次分配及び有線による二次分配に関する
標準化を取り扱うSG（Study Group）。具体的には

(1) ケーブルテレビ網における伝送方式・設備等

(2)番組素材の伝送方式・画質評価等
に関する標準化を実施。他のSGが｢プロトコル｣、｢品質｣、｢セキュリティ｣等個別のテー
マを扱うのに対し、マルチメディアサービスを提供するシステム全体を扱う点が特徴。

（参考）
ITU-T（International Telecommunication Union Telecommunication
Standardization Sector）：国際電気通信連合電気通信標準化部門。ITU内で電気通
信全般の標準化作業を取り扱う組織。テーマ毎に計13のSGを設置。SGの構成や標準
化の課題は4年間の研究会期毎に定められており、現在は2005～2008年の会期中。
次回会合は今会期の前半の山場であることからも、2006年10月2日～6日に日本で開
催する方向で検討中。
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ITUITU--T SG9 4T SG9 4大テーマ大テーマ

ホームネットワークホームネットワーク
STBSTB
双方向サービス双方向サービス
マルチメディア品質評価マルチメディア品質評価

日本発の標準化、製品化、実用化を目指す日本発の標準化、製品化、実用化を目指す

検討すべき課題検討すべき課題
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③③ケーブルテレビの高度化に関する研究開発ケーブルテレビの高度化に関する研究開発

１ 経緯
ケーブルテレビは、従来の放送サービスのみならず通信サービスなどにも活用できるインフラとして大きな可能性を持ち、ケー
ブルテレビ網などの有線系ネットワークと携帯電話、ＰＨＳ、無線ＬＡＮなど無線系ネットワークとの連携によるユビキタスネット環境
の実現が期待されている。また、ケーブルテレビ局の連携も進んでおり、異なるケーブルテレビ網間を接続した様々なサービスの
出現も考えられている。このため、ユビキタスネット環境の実現が可能となるような無線系システムとの連携技術、異なるケーブル
テレビ局間の連携技術など、ケーブルテレビの高度化に関する研究開発を実施する。

２ 施策の概要
平成１７年度から３ヶ年計画で以下の研究開発を行い、
平成１７、１８年度は(1)、平成１８、１９年度は（１）及び（２）
を実施。
（１）ケーブルテレビ網におけるネットワーク技術
（２）異なるケーブルテレビ網間の接続における番組管理技術

３ 実施概要
予算額 ： 平成１７、１８年度共に１．２億円
実施方法 ： 情報通信研究機構（NICT）の公募により、

民間に研究を委託して実施
（１）については、WILCOM、J：COM及び東京農工大が受託。
（２）については未定。

超高速ネット
ワークなど

モバイルの信号（位置情報、
ハンドオーバー信号、音声
データなど）

制御信号（位置
情報、ハンドオー
バー信号）

音声データ

その他の情報（ユー
ザのデータ信号）

ケーブル網間
の接続

配信番組
（ストリーム）

（地域情報番組など）

挿入番組 時間

サービスエリア
へ配信

番組配信

時間

配信番組
（ＭＰＥＧ－ＴＳ）

ユビキタスネット社会の実現を図るため、既存のケーブルテレビ網と無線系システムとの連携

及びケーブルテレビ網間の接続を可能とする信号制御技術等のケーブルテレビの高度化に関

する研究開発を実施する。
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Ⅴ 総務省における最近の取組

（２）各種支援制度

①地域情報通信基盤整備推進交付金
②ケーブルテレビに関する税制の優遇制度
③ケーブルテレビに関する金融支援制度
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①①地域情報通信基盤整備推進交付金地域情報通信基盤整備推進交付金

１ 施策の概要
サービスの種別による事業の区分を廃し、ケーブルテレビ、ＡＤＳＬ、ＦＷＡなど地域間の情報格差是正に必要となる
施設を幅広く支援の対象とすることにより、地域の柔軟かつ効率的なＩＣＴ基盤整備を推進。
（１）交付対象主体及び交付率
①条件不利地域に該当する市町村（交付率：１/３）
（注）条件不利地域とは、過疎、辺地、離島（奄美及び小笠原を含む。）、半島、山村、豪雪及び沖縄県のこれらに
類する地域をいう。

② ①を含む合併市町村又は連携主体（交付率：１/３）
（注）合併が行われた日の属する年度及びこれに続く３年度に限り交付対象とする。
③ 第三セクター法人（交付率：１/４）
（２）交付対象施設
①からサービスを決定する主要な施設を選択し、それに附帯して効用を発揮する施設を②から必要な範囲で選択
することで、地域に最も適したＩＣＴ基盤整備を推進。
①本体施設（アンテナ施設、ヘッドエンド、鉄塔、光電変換装置、無線アクセス装置、デジタル加入者回線多重化装
置、衛星地球局、海中中継装置、海中分岐装置 等）
② 付帯施設（センター施設、受電設備、電源設備、伝送施設、監視装置、構内伝送路、送受信装置 等）

２ 施策のイメージ

センター施設
外構施設
受電設備
電源設備
スタジオ施設
伝送施設
監視装置
測定器

用地取得費・道路設備費
局舎
構内伝送路
送受信装置

センター施設
外構施設
受電設備
電源設備
スタジオ施設
伝送施設
監視装置
測定器

用地取得費・道路設備費
局舎
構内伝送路
送受信装置

衛星地球局

海中中継装置

海底分岐装置

本体施設本体施設 附帯施設附帯施設 サービスサービス

ケーブルテレビケーブルテレビ

衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

ＡＤＳＬＡＤＳＬ

ＦＷＡＦＷＡ

アンテナ施設

ヘッドエンド

光電変換装置

無線アクセス装置

デジタル加入者回線多重化装置

等
地域の知恵と工夫を活かしつつ、柔軟かつ効率的な情報格差の解消を推進

鉄塔

センター施設
外構施設
受電設備
電源設備
スタジオ施設
伝送施設
監視装置
測定器

用地取得費・道路設備費
局舎
構内伝送路
送受信装置

センター施設
外構施設
受電設備
電源設備
スタジオ施設
伝送施設
監視装置
測定器

用地取得費・道路設備費
局舎
構内伝送路
送受信装置

衛星地球局

海中中継装置

海底分岐装置

本体施設本体施設 附帯施設附帯施設 サービスサービス

ケーブルテレビケーブルテレビ

衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

ＡＤＳＬＡＤＳＬ

ＦＷＡＦＷＡ

アンテナ施設

ヘッドエンド

光電変換装置

無線アクセス装置

デジタル加入者回線多重化装置

等
地域の知恵と工夫を活かしつつ、柔軟かつ効率的な情報格差の解消を推進

鉄塔

３ 所要経費
平成１８年度予算予定額 平成１７年度予算額

一般会計 ５，２５７百万円 －
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②②ケーブルテレビに関する税制支援制度ケーブルテレビに関する税制支援制度

◎ 電線類地中化税制

廃止
（※現行制度の適用は、平成17年度までに取得したものに限る。）

（参考）
[平成16年４月１日～平成18年３月31日]
○国 税： 「取得価額の５％を特別償却」､対象設備：電線地中化設備
○地方税： ｢固定資産税の課税標準を取得後５年度分１／１０軽減｣、対象設備：地中化された電線類

◎ 中小企業等基盤強化税制の適用 [平成17年４月１日～平成19年３月31日]

○国 税 「取得価額の３０％の特別償却又は７％の税額控除」
・対象施設：事業基盤強化のための機械・装置

◎ 電気通信システム信頼性高度化促進税制 [平成18年６月１日～平成20年３月31日]

対象者：信頼性向上施設整備事業計画の認定を受けたケーブルテレビ事業者

○地方税 「固定資産税の課税標準を取得後５年度分１／６軽減」
・対象設備：非常用電源装置

（参考）
[平成17年４月１日～平成18年５月31日]
○地方税： 非常用電源装置１／５

◎ 高度有線テレビジョン放送施設整備促進税制 [平成18年６月１日～平成20年３月31日]

対象者：高度有線テレビジョン放送施設整備事業計画の認定を受けたケーブルテレビ事業者

○国 税 「取得価額の５％を特別償却」
・対象設備：光ファイバケーブル（幹線）

○地方税 「固定資産税の課税標準を取得後５年度分それぞれ１／５軽減」
・対象設備：光ファイバケーブル（幹線）及び光端局装置（デジタル送信用光伝送装置の一部）

（参考）
[平成17年４月１日～平成18年５月31日]
○国 税：光ファイバケーブル（幹線） ５％、デジタル送信用光伝送装置 １０％
○地方税：光ファイバケーブル（幹線）１／８、デジタル送信用光伝送装置 １／５

支 援 措 置 の 概 要
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③③ケーブルテレビに関する金融支援制度ケーブルテレビに関する金融支援制度ⅠⅠ

◎ 放送型ＣＡＴＶシステム整備事業

○融資： ①放送型ＣＡＴＶシステム整備事業に対する融資

・対象設備：伝送路設備、センター設備、土地及び建物、附帯設備

②複数の放送型ＣＡＴＶ事業を行う者のためにデジタル放送番組を配信するための共同デジタルヘッドエンド

を整備する事業に対する融資

融資比率：４０％(高度デジタル特利は４０～５０％）
[平成18年度～]

金 利：①政策金利Ⅱ、②政策金利Ⅰ（デジタル設備については政策金利Ⅱ）、一部設備は高度デジタル特利
（参考）

[～平成17年度]

金 利：①､②とも政策金利Ⅱ（デジタル設備については政策金利Ⅲ）、一部設備は高度デジタル特利

政策金利の区分変更

○出資： ＣＡＴＶ広域デジタル化事業

デジタル放送に対応するための事業者間の合併や共同デジタルヘッドエンド保有会社の設立のために必要とな

る資金について、日本政策投資銀行が補完的に出資

・出資の比率：出資を受ける者の資本の額の５０％以内

財

政

投

融

資

◎ 高度有線テレビジョン放送施設を整備する事業者に対する無利子（第三セクター）・低利（純粋民間）

融資及び特別融資制度

・対 象 者：高度有線テレビジョン放送施設整備事業計画の認定を受けたケーブルテレビ事業者

・対象設備：光ファイバケーブル、デジタル送信用光伝送装置、受信用光伝送装置

※平成16年度に計画認定のものまで。融資は、平成19年度まで。

無

利

子

融

資

等

支 援 制 度 の 概 要

特利ⅡⅠ平成18年度から

特利ⅢⅡⅠ平成17年度まで
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③③ケーブルテレビに関する金融支援制度ケーブルテレビに関する金融支援制度ⅡⅡ

◎ 高度有線テレビジョン放送施設整備事業に係る資金借入についての債務保証

・対象者：高度有線テレビジョン放送施設整備事業の認定を受けたケーブルテレビ事業者

・対象設備：光ファイバケーブル、デジタル送信用光伝送装置、受信用光伝送装置
（※債務保証の対象設備の変更については、基盤法第３条に基づく基本指針の変更で行う。なお、デジタル自主放送装置を追加する予定。）

債
務
保
証

◎ 高度有線テレビジョン放送施設整備事業に係る財投（高度デジタル特利）・低利融資に対する利子助成

(助成幅 最大2.0％)

・対 象 者：高度有線テレビジョン放送施設整備事業計画の認定を受けたケーブルテレビ事業者

・下限金利：

（※）平成17年度までは、１．６％

・対象設備：光ファイバケーブル（幹線）、デジタル送信用光伝送装置、受信用光伝送装置

利

子

助

成

◎ テレトピア地域における第三セクターの事業者に対する無利子融資

※平成16年度までの指定地域の推進法人に限る。融資は、平成19年度まで。

無

利

子

融

資

等

◎ ふるさと融資制度に係る特例措置 [平成18年４月１日～平成21年３月31日]

条件不利地域における加入者系光ファイバ等の整備促進を目的として、ケーブルテレビ事業者に対して、ふるさと融資制度の

利用に関して、雇用要件について弾力的な取扱いを認めるもの。

そ
の
他

支 援 制 度 の 概 要

２．１％

１．６％もしくは
財投金利のいずれ
か低い率（※）

過疎地域等

２．５％２．０％その他の地域

６年目以降融資当初５年間
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Ⅴ 総務省における最近の取組

（３）個人情報保護への対応
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ケーブルテレビ事業者等の個人情報保護にケーブルテレビ事業者等の個人情報保護についてついて

１ 制度の整備

○ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）が平成１７年４月１日全面施行

○ 放送受信者等の個人情報の保護に関する指針（平成１６年８月３１日総務省告示第６９６号）が施行

２ ケーブルテレビ事業者等の体制整備

○ ケーブルテレビ事業者等において、既に多くの漏えい等事案が発生

３ ケーブルテレビ事業者等における個人情報漏えい事案

漏えい等発生時に求められる対応平常時から求められる対応

◆利用目的の特定 ◆委託先選定基準の策定
◆安全管理措置（規程の作成、管理責任者の設置等）
◆保有個人データに関する利用目的の通知、開示等の手続き
◇基本方針の策定及び公表 等

◇本人への通知 ◇事実関係及び再発防止策の公表
◆総務大臣（地方総合通信局等）への報告 等

●個人情報取扱時（申込書回収、番組表送付作業、工事時等）における紛失、盗難等
●従業員その他第三者等による情報窃盗

担当者の危機意識の低さ
社内の体制整備の遅れ

従業員による漏えい等 委託先事業者による漏えい等 第三者による漏えい等

（財）放送セキュリティセンター連盟作成ガイドライン・連盟作成マニュアル類

●（社）日本ケーブルテレビ連盟において策定
●加入事業者向けに周知し、取組状況をフォロー
アップ

●個人情報保護法第３７条第１項に基づき、総務省より認定
個人情報保護団体として認定
●参加各社に対するアドバイス、放送受信者からの苦情等対応
●（社）日本ケーブルテレビ連盟も参加し、ケーブル関係事
業者に参加を呼びかけ

平成１７年３月
平成１７年５月
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「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」の概要「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」の概要

目的及び定義（第１条～第２条）

目 的） （第1条）
個人情報の保護に関する法律の規定に基づき及びこれに基づく政府の基本
方針にのっとり、放送受信者等の個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき
義務等の内容を明らかにすることにより、放送受信者等の個人情報の有用
性に配慮しつつ、放送受信者等の権利利益を保護するとともに、放送の健
全な発達に寄与することを目的とする。

定 義） （第2条）
放送：公衆によって直接受信されることを目的とする無線通信又は有線電
気通信の送信

放送受信者等：①放送の受信に関する契約を締結する者
②放送番組を視聴する者
③放送番組の視聴に伴い行われる情報の電磁的方式による
発信又は受信を行う者
④放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信
に関し料金（放送法第３２条第２項に規定する受信料を
含む。）又は代金を払う者
⑤放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信
に係る勧誘（当該勧誘に必要な準備行為を含む。）の対
象となる者

受信者情報取扱事業者：放送受信者等の個人情報データベース等を事業の
用に供している個人情報取扱事業者

※当該個人情報取扱事業者がその商品又は役務の提供について広告放送
により広告をする者である場合には、①当該広告放送をする者、②当
該広告放送をする者の親会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則第８条第３項に規定する親会社をいう。）、③当該広告
放送をする者から直接放送受信者等の個人情報を取得する者、に限る。

視聴履歴：放送受信者等の個人情報であって、放送番組の視聴の開始の日
時及び終了の日時並びに当該放送番組を特定することができるもの
のうち、当該開始の日時の一ごとに本人の同意を得ないで取得する
ことができるもの。

口座番号等：口座振替の方法により支払いをしている放送受信者等に係る
預金口座又は貯金口座の口座番号、クレジットカード番号その他特
定の放送受信者等の口座を識別することができる情報（他の情報と
容易に照合することができ、それにより当該口座番号、当該クレ
ジットカード番号又は当該口座を識別することができることとなる
ものを含む。）であって、個人情報であるもの

受信者情報取扱事業者の義務等（第４条～第２９条）

・利用目的の特定（第4条第1項～第3項）
・利用目的の変更の制限（第4条第4項）
・利用目的外利用の制限（第5条第1項～第3項）
・取得の範囲の制限（第6条第1項～第3項）
・適正な取得（第7条）
・取得に際しての利用目的の通知等（第8条第1項～第4項）
・データ内容の正確性の確保（第9条）
・安全管理措置（第10条）
・管理責任者（第11条）
・安全管理規程（第12条）
・取扱いの管理（第13条）
・視聴履歴等の管理（第14条）
・従業者の監督（第15条第1項）
・従業者の啓発（第15条第2項）
・委託先の選定（第16条）
・委託先の監督（第17条第1項）
・委託契約による安全管理措置の確保（第17条第2項）
・第三者提供の制限（第18条第1項～第6項）
・個人データの保存期間及び消去（第19条第1項～第4項）
・保有個人データに関する事項の透明性確保（第20条第1項）
・保有個人データの利用目的の通知（第20条第2項・第3項）
・保有個人データの開示（第21条第1項～第3項）
・保有個人データの内容の訂正等（第22条第1項・第2項）
・保有個人データの利用停止等（第23条第1項～第3項）
・保有個人データについて措置をとらない場合等の理由の説明（第24条）
・保有個人データに関する開示等の手続（第25条第1項～第5項）
・合理的な手数料の設定と徴収（第26条第1項・第2項）
・苦情の処理（第27条第1項）
・苦情処理体制の整備（第27条第2項）
・基本方針の策定及び公表（第28条）
・漏えい等に関する事実等の公表等（第29条第1項～第4項）

・個人情報保護法第５０条に係る適用除外（第30条）

個人情報に関する規定
（ 苦情の処理に関するものは除く。 ）

個人情報に関する規定
（ 苦情の処理に関するものは除く。 ）

個人データに関する規定個人データに関する規定

保有個人データに関する規定保有個人データに関する規定

個人情報の苦情処理に関する規定個人情報の苦情処理に関する規定

雑則（第３０条）

その他の規定その他の規定

適正な取扱い（第３条）

①利用目的の特定と利用目的外の制限 ②適正な取得
③正確性の確保 ④安全管理措置への配慮 ⑤本人の関与への配慮

附則（附則第１条～第６条）
・個人情報保護法第４章の施行日（平成17年4月1日）から施行（附則第1条）
・本人の同意や本人への通知等に係る経過措置（附則第2条～第5条）
・施行後１年を目途とした見直しの検討（附則第6条）


